
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

 
  



 

 
 

は じ め に 

 

本市では、平成18年３月に施行された障害者自立支援法に基づき、平成19年

３月に「春日市障がい福祉計画」を策定しました。その後、３か年ごとに本計

画を見直し、障害福祉サービスや地域生活支援事業を推進してまいりました。 

また、令和２年３月には、障害者基本法に基づき、令和２年度から８年度ま

での本市の基本的な障がい福祉施策や目標を定めた「第５次春日市障がい者福

祉長期行動計画（春日市障がい者あったかプラン）」を策定し、障がいの有無

にかかわらず、全ての人がお互いの人権を尊重し合いながら、差別されること

なく、地域の中で暮らせるまちづくりを目指しています。 

本市では、これらの計画に基づいて、障がいのある人の自立と社会参加の促

進や障害福祉サービス等の充実、様々な障がいのある人に対する施策を推進し

ています。 

今回、「第５期春日市障がい福祉計画及び第１期春日市障がい児福祉計画」

の見直し時期であることを受け、令和３年度から５年度までの３か年を計画期

間と定め、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び

児童福祉法の趣旨等を踏まえた新たな障害福祉サービス等の整備計画として

「第６期春日市障がい福祉計画及び第２期春日市障がい児福祉計画」を策定し

ました。 

今後も、市民の皆様をはじめ、サービス事業者や関係団体の皆様の御理解と

御協力をいただきながら、将来都市像『住みよさ実感都市 かすが ～つなが

る はぐくむ 支え合う～』の実現をめざし、努力を続けてまいります。 

最後に、この計画の策定にあたり、春日市障がい福祉計画及び春日市障がい

児福祉計画検討協議会委員の皆様をはじめ、市民の皆様、関係団体の皆様に多

大なる御協力を賜りましたことを、心から感謝申し上げます。 

 

令和３年３月 

                 

春日市長 井上 澄和 
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第１章    計画策定にあたって 

 
 

１ 計画策定の背景と趣旨 

近年、障がい者の高齢化と障がいの重度化が進む中で、障がい福祉ニーズは

ますます複雑多様化しており、私たちを取り巻く社会生活において、障がいの

ある全ての人が、地域で安心して生活できるまちづくりが求められています。 

また、障害者基本法の理念にのっとり、障がいの有無によって分け隔てられ

ることなく、障がいのある人もない人も相互に人格と個性を尊重しあい、共に

支えあいながら暮らすことができる地域共生社会の実現が求められています。 

国は、平成25年４月に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（以下「障害者総合支援法」という。）」を施行し、障がい者の定義

に難病等を追加するとともに、地域社会における共生の実現に向けて、障害福

祉サービスの充実等を図っています。 

平成28年５月には、障害福祉サービス及び障害児通所支援の拡充等を内容と

する「障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律」が成立し、「生

活」と「就労」の一層の充実や障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細かな

対応等を図ってきました。 

また、国の基本指針では、令和３年度から令和５年度までの第６期障害福祉

計画及び第２期障害児福祉計画の策定にあたり、障がい福祉人材の確保や障が

い者の社会参加を支える取組が盛り込まれる等、見直しがなされています。 

本市においては、障害者基本法第11条第３項の規定に基づく「第５次春日市

障がい者福祉長期行動計画」を令和２年３月に策定し、障がい者の自立及び社

会参加の支援等のための施策を推進することとしています。 

このような中、計画期間が令和２年度末までである「第５期春日市障がい福

祉計画及び第１期春日市障がい児福祉計画」を見直し、ニーズに応じた障害福

祉サービス等の提供体制を確保するため、新たに「第６期春日市障がい福祉計

画及び第２期春日市障がい児福祉計画」を策定します。 
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障がい者に関する主な法制度の動向 

年 法制度の動向 

平成 24 年 

障害者虐待防止法の施行 

・障がい者に対する虐待の禁止 等 

児童福祉法の一部改正 

・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設 等 

平成 25 年 

障害者総合支援法の一部施行 

・障がい者の範囲に難病等を追加 

・地域生活支援事業の追加 等 

障害者優先調達推進法の施行 

・国、地方公共団体及び独立行政法人等は、公契約について、競争参加

資格を定めるに当たって法定雇用率を満たしていること又は障がい

者就労施設等から相当程度の物品を調達していることに配慮 等 

障害者雇用促進法の改正 

・雇用分野の障がい者差別を禁止するための措置等を定める 

平成 26 年 

障害者総合支援法の一部施行 

・障がい支援区分への名称、定義の改正 

・重度訪問介護の対象拡大 等 

平成 27 年 

難病の患者に対する医療等に関する法律の施行 

・難病に関する医療や施策の基本方針の策定 

・公平かつ安定的な医療費助成制度の確立 等 

平成 28 年 

改正発達障害者支援法の施行 

・発達障がいの疑いがある場合の支援や、乳幼児期から高齢期まで切れ

目のない支援等、発達障がい者の支援の一層の充実を図るため、法律

の全般にわたって改正 

障害者差別解消法の施行 

・差別的取り扱いの禁止 

・合理的配慮の不提供の禁止（民間事業者は努力義務）等 

平成 29 年  － 

平成 30 年 

改正障害者総合支援法の施行 

・障がい者の望む地域生活の支援 

・障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応 

・サービスの質の確保、向上に向けた環境整備等 

障害者雇用促進法の一部施行 

・法定雇用率の算定基礎に精神障がい者を加える 

改正バリアフリー法の施行 

・公共交通施設や建築物等のバリアフリー化の推進 

・地域における重点的、一体的なバリアフリー化の推進 等 

障害者による文化芸術活動の推進に関する法律の施行 

・文化芸術を鑑賞、参加、創造できるための環境整備そのための支援を

促進 

令和元年  － 

令和２年  － 
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２ 国が示す基本指針 

国が示す基本指針は、障害者総合支援法第87条第１項及び児童福祉法第33条

の19の規定に基づき、障害福祉サービス等の提供体制及びその他自立支援給付

等の円滑な実施を確保することを目的としています。 

障がい福祉計画及び障がい児福祉計画は、この基本指針に即して、市町村・

都道府県が作成することになります。 

 

国が示す基本指針の概要 

項目 内容 

①地域における生活の維

持及び継続の推進 

・地域生活を希望する人が、地域での暮らしを

継続することができるような体制を確保す

る 

②精神障がいにも対応し

た地域包括ケアシステ

ムの構築 

・精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築を一層推進するため、包括的かつ継

続的な地域生活支援体制を整備する 

③福祉施設から一般就労

への移行等 

・就労移行支援の目標を明確化するとともに、

就労継続支援についても事業目的を踏まえ

た上で提供体制確保に係る目標を設定する 

・就労定着支援の更なるサービス利用を促進す

る 

④「地域共生社会」の実現

に向けた取組 

・地域共生社会の実現に向けた、地域住民が主

体的に地域づくりに取り組むための仕組み

作りや制度の縦割りを超えた柔軟なサービ

スの確保に取り組む 

・地域の実態等を踏まえた包括的な支援体制の

構築に取り組む 

⑤発達障がい者等支援の 

一層の充実 

・発達障がい者等に対する支援に関して、ペア

レントプログラムやペアレントトレーニン

グ等の支援体制を確保する 

・発達障がいの診断等を専門的に行うことがで

きる医療機関等を確保する 



 

4 

項目 内容 

⑥障がい児通所支援等の

地域支援体制の整備 

・児童発達支援センターの地域支援機能の強化

による地域社会への参加や包容（インクルー

ジョン）を推進する 

・重症心身障がい児や医療的ケア児の支援にあ

たって、ニーズを把握するとともに、ニーズ

の多様化を踏まえ協議会の活用等、役割や体

制の検討を行う 

⑦相談支援体制の充実・強

化等 

・相談支援体制に関して、検証・評価を行い、

各種機能の更なる強化・充実に向けた検討を

行う 

⑧障がい者の社会参加を

支える取組 

・障がい者の芸術文化活動支援による社会参加

等の促進や視覚障がい者等の読書環境の整

備を計画的に推進する 

⑨障害福祉サービス等の

質の向上 

・近年、障害福祉サービスが多様化する中、利

用者が真に必要とする障害福祉サービス等

の提供を行うことが必要であることから、障

害福祉サービス等の質を向上させるための

体制を構築する 

⑩障がい福祉人材の確保 

・障害福祉サービス等の提供を担う人材を確保

するため、研修の実施、多職種間の連携の推

進、障がい福祉の現場が働きがいのある魅力

的な職場であることの積極的な周知・広報等

に、関係者が協力して取り組む 

 

障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の策定にあたっては、この基本指針を

ベースとしつつ、本市の状況やニーズ等を踏まえた上で、本市の計画の目指す

姿や方向性、具体的な成果目標等を定めます。 
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３ 春日市の計画の目指す姿 

第５次春日市障がい者福祉長期行動計画（春日市障がい者あったかプラン）

では、障がいのある人もない人も等しく基本的人権を享有するかけがえのない

個人として尊重されるという理念にのっとり、障がいの有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を

目指しており、本計画の目指す姿も同様とします。 
 

 

 障がいのある、ないにかかわらず、 
すべての人がお互いの人権や尊厳を大切にし、 

地域で支え合いながら生き生きとした 

人生を送ることができる社会 
 
 
 
 
 
 
 

４ 春日市の計画の方向性 

国が示している「第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画」の基本的理

念等を基に本市の計画の方向性を定めます。 

 

（１）自己決定の尊重と意思決定の支援  

障がい者の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮するとともに、障

がい者が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自立と社

会参加の実現を図ります。 

 

（２）地域生活への移行、継続支援、就労支援等 

入院や入所から地域生活への移行、地域生活の継続支援や就労支援といった

課題に対応するため、地域の社会資源を最大限に活用し、障がい者の生活を地

域全体で支える体制の整備を進めます。  
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（３）地域共生社会の実現 

地域のあらゆる住民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、

暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に

向けての取組を推進します。 

 

（４）障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児のライフステージに沿って、保健、医療、教育等の関係機関と連携

を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制の構築を図ります。 

 

（５）相談支援体制の充実 

相談支援の中核的な役割を担う「春日市障がい者基幹相談支援センター」を

中心に、複合的な課題等に対応するため、他の関係機関との連携強化に努め、

障がい者のニーズに、きめ細やかに対応します。 

 

（６）障がい福祉人材の確保 

将来にわたって安定的に障害福祉サービス等を提供し、様々な障がい福祉に

関する事業を実施するため、多職種間の連携の推進を図るとともに障がい福祉

事業所等と連携して人材確保に努めます。 

 

 

※「障がい者」は障がい児・者の両方を含んでいます。 
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５ 計画の位置づけ 

本計画は、障害者総合支援法第88条の規定に定める「障害福祉計画」、及び

児童福祉法第33条の20の規定に定める「障害児福祉計画」を一体として策定す

るもので、国の基本指針に則して、障害福祉サービスや障害児通所支援、相談

支援、地域生活支援事業の種類ごとの必要な量の見込み及び確保のための方策

等を定める計画です。 

また、本計画は、上位計画である「第６次春日市総合計画」や「春日市地域

福祉計画・地域福祉活動計画（～春日市地域しあわせプラン2021）」、障害者基

本法に基づく「春日市障がい者福祉長期行動計画（春日市障がい者あったかプ

ラン）」等、他の保健福祉関連計画との整合性を保つものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【 国 】 

障害者基本法 

 

障害者総合支援法 

 

児童福祉法 

【 福岡県 】 

 

 

第６次春日市総合計画 

 

 

春日市地域福祉計画・地域福祉活動計画 

（春日市地域しあわせプラン 2021） 

・第２期春日市子ども・子育て支援事業計画 

・春日市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画 

・第２期いきいき春日 21 健康づくり支援計画 

・春日市食育推進基本計画       等 

整合・連携 

整合 

整合 

福岡県障がい者長

期計画 

 

福岡県障がい者福

祉計画（第５期） 

 

福岡県障がい児福

祉計画（第２期） 

整合 

第５次春日市障がい者福祉長期行動計画 

（春日市障がい者あったかプラン） 

第６期春日市障がい福祉計画・ 
第２期障がい児福祉計画 
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６ 計画の期間 

本計画は、令和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とします。ま

た、計画期間中においても必要に応じて内容の見直しを行うこととします。 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

      

 

 

 

 

 

７ 計画の策定体制と過程 

（１）アンケート調査の実施  

本計画の策定に先立ち、障がい者の生活実態、行政に対する要望等を把握す

るために、市内在住の障がい者に対するアンケート調査を実施しました。 

 

○調査地域 春日市 

○調査対象 春日市在住の身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉

手帳の所持者及び障害福祉サービス、障害児通所支援サービス

の利用者 

○調査方法 郵送による配布、回収 

○調査期間 令和２年６月16日から令和２年７月３日まで 

 

配布数 有効回答数 有効回答率 

5,068 通 2,160 通 42.6％ 

 

  

第５期春日市障がい福祉計画・ 
第１期春日市障がい児福祉計画 

第６期春日市障がい福祉計画・ 
第２期春日市障がい児福祉計画 

第５次春日市障がい者福祉長期行動計画 
（春日市障がい者あったかプラン） 

令和２～令和８年度 

第４次春日市障がい者
福祉長期行動計画 
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（２）検討協議会の設置  

本市の障がい福祉施策状況や障がい者の意向に則した計画を策定するため、

「春日市障がい福祉計画及び春日市障がい児福祉計画検討協議会」を設置し、

年６回開催しました。  

当協議会は、保健・医療・教育・福祉・地域の関係者のほか、障がい者団体

や当事者の代表者を委員とし、議論、検討を重ねました。 

 

 

（３）パブリックコメントの実施  

令和３年１月に計画案を公表し、市民から意見聴取を行いました。 
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第２章    春日市の現状 

 

 

１ 春日市の現状 

（１）人口の状況  

① 総人口と年齢３区分別人口の推移 

本市の総人口は令和元年度末現在113,267人であり、うち、男性は54,990人、

女性は58,277人となっています。そのうち、高齢者の人口は24,751人となって

おり、総人口に対する高齢者の割合（高齢化率）は21.9％となっています。 

高齢化率は男性（19.8％）よりも女性（23.8％）の方が高くなっています。 

 

人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和元年度末現在）

【　男性　】

2,566

3,180

3,327

3,304

3,243

2,600

2,970

3,416

4,096

4,645

4,087

3,465

3,209

3,256

3,037

2,002

1,418

1,169

01,0002,0003,0004,0005,000

０～４歳

５～９歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

（人）

4

4

8

【　女性　】

2,387

2,976

3,067

3,121

3,102

2,596

3,006

3,652

4,329

4,920

4,310

3,605

3,337

3,569

3,388

2,606

1,946

2,360

0 2,000 4,000 6,000

（人）
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総人口 障害者手帳所持者数 障害者手帳所持者数の割合

 

（２）障がい者の状況  

① 総人口、障害者手帳所持者数の推移 

本市の総人口は、年々増加しています。障害者手帳所持者数も、年々増加し、

令和元年度末現在5,052人となっています。総人口に占める障害者手帳所持者

の割合も4.5％と年々増加しています。 

人口、障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口は住民基本台帳（各年度末現在）、障害者手帳所持者数は庁内調べ（各年度末現在） 

  

112,452 112,762 112,777 113,042 113,157 113,267

4,426 4,577 4,726 4,832 4,958 5,052

3.9
4.1

4.2 4.3 4.4 4.5

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）(人)
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身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

 

② 障害者手帳所持者数の推移 

障害者手帳別の所持者数の推移をみると、身体障害者手帳所持者数は近年横

ばいとなっており、令和元年度末現在3,385人となっています。 

また、療育手帳所持者数は年々増加しており、令和元年度末現在701人とな

っています。精神障害者保健福祉手帳所持者数も年々増加し、平成26年度から

1.64倍と増加率が最も高く、令和元年度末現在966人となっています。 

障害者手帳別所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

 

（３）身体障害者手帳所持者の状況  

① 等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

等級別身体障害者手帳所持者数の推移をみると、令和元年度末現在では、１

級の手帳所持者数が1,220人で最も多く、次いで４級の手帳所持者数が755人と

なっています。また、平成26年度に比べ、５級の手帳所持者数の増加率が1.10

倍と最も高くなっています。 

等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：庁内調べ（各年度末現在） 

3,310 3,346 3,392 3,380 3,380 3,385

527 565 601 630 667 701
589 666 733 822 911 966
4,426 4,577 4,726 4,832 4,958 5,052

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

1,220 1,211 1,248 1,241 1,226 1,220

445 453 459 451 466 464

442 439 438 447 455 451

734 769 762 762 750 755

245 247 255 255 263 269
224 227 230 224 220 226

3,310 3,346 3,392 3,380 3,380 3,385 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)
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② 障がいの種類別身体障害者手帳所持者数の推移 

障がいの種類別身体障害者手帳所持者数の推移をみると、肢体不自由が令和

元年度末現在1,739人（51.4％）と最も多く、次いで内部障がいが1,156人

（34.2％）となっています。また、平成26年度に比べ、全ての障がいの種類が

増加しています。 

年齢区分別身体障害者手帳所持者数をみると、65歳以上が70.0％を占めてい

ます。 

 

障がいの種類別身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

 

 

年齢区分別身体障害者手帳所持者数 
単位：人 

  18 歳未満 
18 歳以上 
65 歳未満 

65 歳以上 合計 

視覚障がい 4 59 111 174

聴覚・平衡機能 
障がい 

3 77 195 275

音声・言語・ 
そしゃく機能障がい 

0 11 30 41

肢体不自由 34 541 1,164 1,739

内部障がい 26 261 869 1,156

合計 67 949 2,369 3,385

資料：庁内調べ（令和元年度末現在） 

 

161 160 161 166 172 174
252 262 276 274 275 275

30 34 28 40 44 41

1,725 1,729 1,747 1,755 1,737 1,739

1,142 1,161 1,180 1,145 1,152 1,156

3,310 3,346 3,392 3,380 3,380 3,385 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)

視覚障がい 聴覚・平衡機能障がい

音声・言語・そしゃく機能障がい 肢体不自由

内部障がい
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（４）療育手帳所持者の状況  

① 障がいの程度別療育手帳所持者数の推移 

障がいの程度別療育手帳所持者数の推移をみると、Ｂ判定の手帳所持者数は

年々増加しています。 

年齢区分別療育手帳所持者数をみると、Ａ判定の手帳所持者数が令和元年度

末現在257人、Ｂ判定の手帳所持者数が444人となっています。また、18歳未満

が35.1％を占めています。  

 

障がいの程度別療育手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

 

年齢区分別療育手帳所持者数 
単位：人 

  18 歳未満 18 歳以上 65 歳未満 65 歳以上 合計 

Ａ判定 67 176 14 257

 

Ａ１ 24 76 2 102

Ａ２ 40 93 5 138

Ａ３ 3 7 3 13

Ａ 0 0 4 4

Ｂ判定 179 260 5 444

 

Ｂ１ 39 127 4 170

Ｂ２ 140 132 1 273

Ｂ 0 1 0 1

合計 246 436 19 701

資料：庁内調べ（令和元年度末現在）

95 94 93 95 98 102

137 136 133 139 139 138
9 10 11 13 13 13
3 4 5 4 5 4133 145 151 154 161 170

149 174 206 224 250 2731
2

2
1

1
1

527 
565 

601 
630 

667 
701 

0

200

400

600

800

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)

Ａ１ Ａ２ Ａ３ Ａ Ｂ１ Ｂ２ Ｂ

Ｂ判定 

Ａ判定 
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（５）精神障害者保健福祉手帳所持者の状況  

① 等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、２級の手帳所持者

数が令和元年度末現在509人で最も多く、次いで３級の手帳所持者数が406人と

なっています。また、２級、３級の手帳所持者数は年々増加しています。 

年齢区分別精神障害者保健福祉手帳所持者数をみると、18歳以上65歳未満が

82.0％を占めています。 

 

等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

 

年齢区分別精神障害者保健福祉手帳所持者数 
 

単位：人 

  18 歳未満 
18 歳以上 
65 歳未満 

65 歳以上 合計 

１級 0 30 21 51

２級 31 433 45 509

３級 42 329 35 406

合計 73 792 101 966

資料：庁内調べ（令和元年度末現在） 

 

 

  

１級 ２級 ３級

48 51 50 51 49 51

338 377 406 448 481 509

203
238

277
323

381
406

589 
666 

733 

822 
911 

966 

0

200

400

600

800

1,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)



 

16 

 

② 自立支援医療受給者数の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持の有無に関わらず利用することができる自立

支援医療（精神通院医療）受給者数の推移をみると、令和元年度末現在1,706

人で、年々増加しています。 

年齢区分別自立支援医療受給者数をみると、18歳以上65歳未満が82.2％を占

めています。 

 

自立支援医療（精神通院医療）受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

  

年齢区分別自立支援医療（精神通院医療）利用者数 
単位：人 

  18 歳未満 
18 歳以上 
65 歳未満 

65 歳以上 合計 

利用者数 104 1,403 199 1,706

資料：庁内調べ（令和元年度末現在） 

 

 

1,402 1,448 1,492
1,569 1,621

1,706

0

500

1,000

1,500

2,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)
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身体障がい児 知的障がい児

小学校 中学校

 

（６）障がい児の状況  

① 障がい児数の推移 

障がい児数の推移をみると、身体障がい児では、令和元年度末現在67人で、

近年減少傾向にあります。知的障がい児では、令和元年度末現在246人で、年々

増加しています。 

 

障がい児数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

（７）特別支援学級在籍児童・生徒数の状況  

① 特別支援学級在籍児童・生徒数の推移 

特別支援学級在籍の児童・生徒数の推移をみると、小学校の児童数では、令

和元年度末現在311人で、年々増加しています。中学校の生徒数では、令和元

年度末現在79人で、近年増加しています。 
 

特別支援学級在籍児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

88 84 98 77 75 67

176 197
208

218 231 246

264
281

306 295 306 313

0

100

200

300

400

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)

109 123 153
194

240
311

47
64

73
72

74

79

156
187

226
266

314

390

0

100

200

300

400

500

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)
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小学生 中学生

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

 

（８）特別支援学校在籍児童・生徒数の状況  

① 特別支援学校在籍児童・生徒数の推移 

特別支援学校在籍の児童・生徒数の推移をみると、年度によってばらつきが

あり、小学生は令和元年度末現在48人で、中学生は令和元年度末現在27人とな

っています。 

 

特別支援学校在籍児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

 

（９）障害支援区分認定者の状況  

① 障害支援区分認定者数の推移 

障害支援区分認定者数の推移をみると、区分６が令和元年度末現在108人で

最も多く、次いで区分３が104人となっています。 

 

障害支援区分認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内調べ（各年度末現在） 

39 42
51 54 55

48

22 19

21
23 21

27
61 61

72
77 76 75

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)

15 4 3 3 3 3
71 61 53 58 72 86

54 66 71 74
90

104
53 57 49 58

67
7357 67 78

80
73

7079 80 86
96

105
108

329 335 340
369

410
444

0

100

200

300

400

500

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)
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２ アンケート調査結果からみえる現状 

令和２年６月から７月に実施した「春日市障がい福祉に関するアンケート調

査」の結果について、５～６ページに掲げている計画の方向性に関連する項目

を主に記載しています。なお、今回の計画には直接反映しない項目については、

61ページ以降の資料編に記載しています。 

 
※小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が100％にならない場合が

あります。 

（１）自己決定の尊重と意思決定の支援  

① 障害福祉サービスを利用していない理由、困っていること 

「どのようなサービスがあるのか詳しい情報が分からない」の割合が25.0％、

「自分に適切なサービスが分からない」の割合が18.0％となっており、障害福

祉サービスに関する情報が十分に行きわたっていないことが伺えます。障がい

者が必要とする障害福祉サービス等の支援を受けられるよう、情報提供のさら

なる充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：％

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

ど
の
よ
う
な
サ
ー

ビ
ス

が
あ
る
の
か
詳
し
い
情

報
が
分
か
ら
な
い

申
請
や
手
続
き
の
方
法

が
分
か
り
に
く
い

自
分
に
適
切
な
サ
ー

ビ

ス
が
分
か
ら
な
い

必
要
な
と
き
に
す
ぐ
に

利
用
で
き
な
い

サ
ー

ビ
ス
の
回
数
や
時

間
が
足
り
な
い

医
療
的
ケ
ア
が
必
要
等

の
理
由
に
よ
り

、
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
し
て
く
れ

る
事
業
所
が
な
い

施
設
の
職
員
な
ど
の
技

術
・
知
識
が
足
り
な
い

全  体 2,160 25.0 10.9 18.0 6.6 2.0 1.8 1.8

身体障がい 1,508 21.9 8.4 14.5 5.0 1.5 1.9 1.0

知的障がい 302 27.2 14.2 21.5 13.6 5.0 1.3 3.3

精神障がい 314 39.5 19.4 32.8 9.2 3.8 2.2 4.5

重症心身障がい 148 25.0 8.8 20.3 12.2 6.1 4.7 4.1

医療的ケア 698 33.0 15.8 24.9 8.6 2.7 2.7 2.7

区分

ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー

な
ど

の
数
が
足
り
な
い

サ
ー

ビ
ス
の
費
用
負
担

が
大
き
い

自
分
に
あ

っ
た
必
要
な

福
祉
サ
ー

ビ
ス
が
な
い

地
域
の
人
や
ボ
ラ
ン

テ

ィ
ア
の
支
援
を
受
け

て
い
る
た
め

、
今
の
と

こ
ろ
必
要
が
な
い

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 1.4 3.8 5.6 1.8 6.8 30.6 27.5

身体障がい 1.3 3.1 4.2 1.8 7.3 32.0 30.0

知的障がい 4.3 5.0 5.6 2.3 4.6 23.5 27.5

精神障がい 1.0 6.4 14.0 0.6 8.6 21.0 18.2

重症心身障がい 2.7 6.8 8.8 1.4 10.8 12.2 32.4

医療的ケア 1.6 5.0 8.3 1.9 8.9 24.5 21.6
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（２）地域生活への移行、継続支援、就労支援等 

① 将来に希望する暮らし方 

すべての種別で「家族や親族と一緒に暮らしたい」の割合が59.9％と最も高

く、次いで「ひとりで暮らしたい」の割合が13.6％となっており、施設ではな

く、身近な地域で生活を希望している人が多いことが分かります。地域で安心

して暮らせるよう、障害福祉サービスの充実を図ることが重要です。 

また、知的障がいで「ほかの障がい者と共同生活するグループホーム等で暮

らしたい」、精神障がいで「ひとりで暮らしたい」の割合が高くなっており、

グループホームや地域移行支援、地域定着支援等の充実も求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家族や親族と一緒に暮らしたい

ほかの障がい者と共同生活をするグループホームなどで暮らしたい

病院や福祉施設などで暮らしたい

ひとりで暮らしたい

その他

無回答

回答者数 =

全  体 2,160

身体障がい 1,508

知的障がい 302

精神障がい 314

重症心身障がい 148

医療的ケア 698

59.9

60.1

64.6

57.6

62.8

62.0

2.1

1.2

9.3

1.6

6.1

0.9

3.8

4.8

1.3

1.3

8.8

5.0

13.6

12.5

10.6

24.2

2.7

15.8

3.2

3.4

1.7

3.5

2.7

4.7

17.3

18.0

12.6

11.8

16.9

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 仕事の形態 

「会社等でアルバイト、パートの社員・職員として働いている」の割合が

29.4％と最も高く、次いで「会社等で正社員・正職員として働いている」の割

合が25.5％、「障がい者の就労を支援する施設や作業所で福祉的就労をしてい

る」の割合が20.4％となっています。 

障がい種別でみると、身体障がいでは「会社等で正社員・正職員として働い

ている」の割合が高くなっています。また、知的障がいでは「障がい者の就労

を支援する施設や作業所で福祉的就労をしている」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

全  体 548

身体障がい 335

知的障がい 118

精神障がい 104

重症心身障がい 26

医療的ケア 169

25.5

32.8

6.8

16.3

7.7

24.9

29.4

29.6

28.8

31.7

30.8

21.9

20.4

9.3

52.5

35.6

34.6

26.6

9.3

11.6

0.8

5.8

11.5

10.1

4.4

5.4

0.8

3.8

3.8

5.9

7.5

8.4

5.1

5.8

7.7

8.9

3.5

3.0

5.1

1.0

3.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社などで正社員・正職員として働いている

会社などでアルバイト、パートの社員・職員として働いている

障がい者の就労を支援する施設や作業所で福祉的就労をしている

自営業を営んでいる

内職・自営業の手伝いをしている

その他

無回答
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③ 仕事のことで悩んでいることや困っていること 

「収入が少ない」の割合が38.9％と最も高く、次いで「特にない」の割合が

37.8％、「障がいへの理解が得にくく、人間関係が難しい」の割合が11.5％と

なっています。 

今後も、企業等に対して障がいに関する理解の促進を図ることや、障害者就

労施設等からの物品等の調達を推進していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分

障
が
い
へ
の
理
解
が
得

に
く
く

、
人
間
関
係
が

難
し
い

職
場
の
設
備
が
不
十
分

で
障
が
い
者
に
あ

っ
て

い
な
い

職
場
ま
で
の
通
勤
が
大

変 障
が
い
が
な
い
人
と
比

べ
て

、
仕
事
の
内
容
や

昇
進
等
に
差
が
あ
る

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 11.5 2.9 10.4 6.2 6.6 37.8 4.9

身体障がい 9.3 3.6 10.4 5.7 5.4 41.8 4.8

知的障がい 13.6 1.7 10.2 8.5 1.7 30.5 7.6

精神障がい 19.2 3.8 8.7 6.7 16.3 23.1 2.9

重症心身障がい 15.4 3.8 15.4 7.7 3.8 26.9 7.7

医療的ケア 16.6 4.7 16.0 7.7 13.6 23.1 3.0

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

収
入
が
少
な
い

通
院
や
病
気
・
障
が
い

を
理
由
に
休
み
を
取
る

こ
と
が
難
し
い

勤
務
時
間
の
長
さ
や
時

間
帯
が
自
分
に
あ
わ
な

い 仕
事
の
内
容
が
自
分
に

あ
わ
な
い

仕
事
の
内
容
が
難
し

く

、
覚
え
る
の
が
大
変

職
場
の
意
思
疎
通
が
う

ま
く
と
れ
な
い

全  体 548 38.9 4.6 4.4 3.8 6.4 7.3

身体障がい 335 34.6 4.8 3.9 3.0 4.5 5.7

知的障がい 118 44.9 － 0.8 1.7 10.2 10.2

精神障がい 104 51.9 8.7 10.6 9.6 10.6 11.5

重症心身障がい 26 38.5 7.7 7.7 7.7 11.5 3.8

医療的ケア 169 45.0 8.3 8.3 5.3 8.3 8.3

単位：％
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（３）地域共生社会の実現 

① 隣近所との付き合い 

「とても親しく付き合っている」と「わりと親しく付き合っている」をあわ

せた“親しく付き合っている”の割合が19.2％、「付き合いはしているがそれ

ほど親しくはない」の割合が32.3％、「ほとんどもしくは全く付き合っていな

い」の割合が40.0％となっています。 

障がい種別でみると、知的障がい、精神障がいで「ほとんどもしくは全く付

き合っていない」の割合が高く、半数以上となっています。 

地域共生社会の実現に向け、身近な地域において障がいに関する理解を深め

ることは大切であり、障がい者の地域活動への参加促進や、地域との交流機会

等の充実を図る等の取組が重要になります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

全  体 2,160

身体障がい 1,508

知的障がい 302

精神障がい 314

重症心身障がい 148

医療的ケア 698

3.4

4.0

1.7

2.2

3.4

2.4

15.8

18.0

11.3

8.3

14.9

14.0

32.3

35.1

27.2

24.8

28.4

31.5

40.0

34.7

53.0

58.9

43.2

45.4

8.6

8.1

7.0

5.7

10.1

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても親しく付き合っている わりと親しく付き合っている

付き合いはしているがそれほど親しくはない ほとんどもしくは全く付き合っていない

無回答
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② 地域活動への参加状況 

「参加していない」の割合が68.7％と最も高くなっており、地域活動を含め

た、社会参加を促進するため、自治会や各関係団体等との連携が重要となりま

す。 

障がい種別でみると、すべての障がい種別で「参加していない」の割合が最

も高く、中でも精神障がいで「参加していない」の割合が約８割となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：％

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

自
治
会
の
活
動

P
T
A
 

活
動

子
ど
も
会
な
ど
の
活

動 婦
人
団
体
の
活
動

障
が
い
者
団
体
の
活

動

全  体 2,160 9.7 1.4 2.0 0.4 3.1

身体障がい 1,508 10.7 0.9 0.8 0.5 3.0

知的障がい 302 5.6 1.7 5.6 － 7.3

精神障がい 314 3.2 2.2 1.9 － 1.9

重症心身障がい 148 5.4 1.4 1.4 － 8.1

医療的ケア 698 8.5 1.0 1.6 0.1 2.0

区分

シ
ニ
ア
ク
ラ
ブ
の
活

動 ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
活
動

そ
の
他

参
加
し
て
い
な
い

無
回
答

全  体 3.7 2.8 2.1 68.7 11.4

身体障がい 5.1 3.5 2.3 68.2 11.1

知的障がい － 0.7 1.7 72.2 8.6

精神障がい 0.6 1.3 1.9 79.3 8.6

重症心身障がい 2.7 1.4 2.7 68.9 12.8

医療的ケア 3.0 2.3 2.3 75.1 8.9
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③ 地域活動への参加する場合にさまたげになること 

「特にない」の割合が27.5％と最も高く、次いで「健康や体力に自信がない」

の割合が24.3％、「どのような活動が行われているか分からない」の割合が

16.3％となっています。地域活動への参加促進のため様々な情報提供ができる

ような工夫が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：％

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

ど
の
よ
う
な
活
動
が

行
わ
れ
て
い
る
か
分

か
ら
な
い

気
軽
に
参
加
で
き
る

活
動
が
少
な
い

一
緒
に
活
動
す
る
友

人
・
仲
間
が
い
な
い

活
動
場
所
が
近
く
に

な
い
・
交
通
手
段
が

な
い

健
康
や
体
力
に
自
信

が
な
い

全  体 2,160 16.3 9.0 15.1 3.2 24.3

身体障がい 1,508 13.5 6.9 11.7 3.0 28.0

知的障がい 302 21.5 16.2 20.5 2.6 8.9

精神障がい 314 28.3 14.0 29.0 4.5 24.8

重症心身障がい 148 14.2 10.1 12.2 8.1 23.0

医療的ケア 698 20.5 10.5 18.1 4.3 34.8

区分

意
思
疎
通
が
難
し
い

参
加
し
た
く
な
る
よ

う
な
も
の
が
な
い

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 10.4 13.5 5.2 27.5 15.2

身体障がい 6.8 10.9 5.2 30.3 15.7

知的障がい 29.1 17.9 4.6 23.5 11.9

精神障がい 18.2 22.3 6.4 19.4 9.6

重症心身障がい 18.9 10.8 8.1 22.3 18.2

医療的ケア 11.6 13.8 6.2 22.2 11.5
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（４）障がい児の健やかな育成のための発達支援 

① 障がいのある子どもの教育環境について、必要と思うもの 

「障がいや状態に合った指導をすること」の割合が69.6％と最も高く、知的

障がい、医療的ケアでの割合が高くなっています。次いで「相談をしやすくす

ること（就学相談や進路相談等）」の割合が68.8％、「障がいに配慮した施設や

設備にすること」の割合が41.1％となっています。 

また、重症心身障がい、医療的ケアで「校内で介助する人がいること」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

相
談
を
し
や
す
く
す

る
こ
と

（
就
学
相
談

や
進
路
相
談
な
ど

）

障
が
い
や
状
態
に

合

っ
た
指
導
を
す
る

こ
と

校
内
で
介
助
す
る
人

が
い
る
こ
と

障
が
い
に
配
慮
し
た

施
設
や
設
備
に
す
る

こ
と

子
ど
も
た
ち
同
士
の

交
流
を
多
く
す
る
こ

と

全  体 224 68.8 69.6 33.9 41.1 38.8

身体障がい 37 51.4 48.6 32.4 43.2 29.7

知的障がい 107 67.3 71.0 31.8 44.9 38.3

精神障がい 28 67.9 64.3 25.0 25.0 32.1

重症心身障がい 10 50.0 60.0 60.0 40.0 40.0

医療的ケア 37 70.3 67.6 54.1 45.9 45.9

区分

放
課
後
を
過
ご
す
場

所
を
つ
く
る
こ
と

送
迎
の
支
援

そ
の
他

分
か
ら
な
い

特
に
な
い

無
回
答

全  体 36.6 31.3 7.1 0.4 1.3 7.1

身体障がい 24.3 37.8 5.4 2.7 2.7 16.2

知的障がい 43.0 35.5 4.7 － 0.9 5.6

精神障がい 7.1 21.4 7.1 － － 14.3

重症心身障がい 30.0 60.0 － － 10.0 －

医療的ケア 43.2 37.8 2.7 － － 2.7

単位：％
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② 教育上の相談相手 

「保育園、幼稚園、学校の先生」の割合が68.6％と最も高く、次いで「家族・

親戚」の割合が58.3％、「同じ悩みや障がいを持つ子の保護者」の割合が49.1％

となっております。 

障がい種別でみると、身体障がい、医療的ケアで「医療関係者」の割合が高

く、教育機関だけではなく医療機関との連携も重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：％

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

家
族
・
親
戚

友
人
・
知
人

保
育
園

、
幼
稚
園

、

学
校
の
先
生

医
療
関
係
者

福
祉
施
設
の
職
員

全  体 175 58.3 38.3 68.6 45.1 38.9

身体障がい 15 73.3 40.0 60.0 73.3 26.7

知的障がい 83 54.2 32.5 63.9 42.2 43.4

精神障がい 24 45.8 29.2 62.5 54.2 50.0

重症心身障がい 9 77.8 44.4 55.6 88.9 22.2

医療的ケア 27 63.0 37.0 70.4 74.1 29.6

区分

公
的
機
関

（
市
役

所

、
保
健
所

、
児
童

相
談
所
な
ど

）

民
生
委
員
・
児
童
委

員 同
じ
悩
み
や
障
が
い

を
持
つ
子
の
保
護
者

相
談
支
援
事
業
所

そ
の
他

無
回
答

全  体 46.3 － 49.1 42.3 4.0 1.1

身体障がい 33.3 － 40.0 33.3 6.7 －

知的障がい 37.3 － 49.4 43.4 7.2 1.2

精神障がい 54.2 － 54.2 45.8 － －

重症心身障がい 22.2 － 33.3 33.3 11.1 －

医療的ケア 48.1 － 51.9 40.7 － 3.7
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③ 障がいのある子どもに関して「相談したいがしていない」又は「相談した

ことがない」理由 

「相談するところが分からないから」の割合が38.7％と最も高く、次いで「相

談することがないから」の割合が29.0％、「相談しにくいから」の割合が22.6％

となっていることから、相談窓口として基幹相談支援センターや相談支援事業

所等に関する周知・啓発をさらに行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

相
談
す
る
と
こ
ろ
が

分
か
ら
な
い
か
ら

個
人
情
報
を
知
ら
れ

た
く
な
い
か
ら

相
談
し
た
い
人
が
い

な
い
か
ら

相
談
す
る
こ
と
が
な

い
か
ら

相
談
し
に
く
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

全  体 31 38.7 9.7 9.7 29.0 22.6 6.5 12.9

身体障がい 14 42.9 7.1 － 35.7 14.3 － 14.3

知的障がい 17 29.4 5.9 11.8 23.5 29.4 11.8 11.8

精神障がい － － － － － － － －

重症心身障がい 1 － － － 100.0 － － －

医療的ケア 8 37.5 － 12.5 37.5 12.5 － 25.0

単位：％
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（５）相談支援体制の充実 

① 暮らしていく中で、特に心配なこと 

「健康」の割合が29.1％と最も高く、次いで「生活費」の割合が22.2％、「親

や配偶者に先立れること」の割合が21.4％となっています。 

特に、知的障がいで「親や配偶者に先立れること」の割合が高く、親亡き後

等の生活課題に対する不安が大きいことが伺えます。また、精神障がいで「生

活費」の割合が、医療的ケアで「健康」の割合が高く、様々な心配ごとがある

ため、相談支援体制の充実が重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：％

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

住
ま
い
の
こ
と

結
婚

健
康

生
活
費

医
療

仕
事

近
所
と
の
つ
き
あ
い

全  体 2,160 10.1 3.3 29.1 22.2 11.1 11.5 2.2

身体障がい 1,508 8.8 1.5 32.9 19.2 12.8 6.2 1.9

知的障がい 302 14.9 7.6 19.5 27.2 7.9 21.2 3.0

精神障がい 314 15.9 8.3 26.4 39.5 9.9 25.5 2.9

重症心身障がい 148 14.2 1.4 30.4 23.0 14.2 7.4 2.0

医療的ケア 698 11.7 3.0 37.2 27.2 16.9 13.2 2.3

区分

親
族
と
の
つ
き
あ
い

職
場
と
の
つ
き
あ
い

親
や
配
偶
者
に
先
立

れ
る
こ
と

生
活
を
続
け
て
い
く

た
め
の
サ
ー

ビ
ス
が

不
十
分
な
こ
と

身
の
ま
わ
り
の
手
助

け
を
し
て
く
れ
る
人

が
い
る
か
ど
う
か
分

か
ら
な
い
こ
と

そ
の
他

特
に
心
配
は
な
い

無
回
答

全  体 1.7 1.9 21.4 3.0 8.7 3.0 20.1 20.3

身体障がい 1.3 0.9 18.5 3.0 6.9 2.7 23.5 20.1

知的障がい 3.0 3.6 44.0 7.0 17.9 1.7 7.0 17.5

精神障がい 3.2 4.5 23.9 3.2 9.2 2.5 7.6 21.7

重症心身障がい 1.4 0.7 34.5 6.8 9.5 2.7 10.1 23.0

医療的ケア 1.7 1.6 22.9 3.3 9.2 3.9 13.5 19.2
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② 福祉政策についての情報入手先 

「市の広報紙、ホームページ」の割合が45.0％と最も高く、次いで「家族・

友人・知人」の割合が20.4％、「市役所の福祉担当窓口」の割合が15.9％とな

っています。 

障がい種別でみると、身体障がいで「市の広報紙、ホームページ」の割合が

高くなっています。また、精神障がいで「病院・医者・薬局」の割合が高くな

っており、障がいの種別等により入手先が異なるため、様々な手段での情報提

供の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：％

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

市
役
所
の
福
祉
担
当

窓
口

市
の
広
報
紙

、
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

障
が
い
者
相
談
員

民
生
委
員
・
児
童
委

員 ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー

や

訪
問
看
護
師

相
談
支
援
事
業
所

所
属
し
て
い
る
団
体

の
会
合
や
会
報

病
院
・
医
者
・
薬
局

全  体 2,160 15.9 45.0 3.8 1.9 3.8 5.4 2.2 11.4

身体障がい 1,508 15.9 49.0 3.2 2.5 4.6 3.0 2.3 11.1

知的障がい 302 17.5 35.1 10.3 0.7 3.3 14.9 3.0 5.3

精神障がい 314 18.2 34.4 3.5 1.0 5.1 3.5 1.6 21.7

重症心身障がい 148 18.9 41.9 6.8 1.4 7.4 8.1 2.7 14.2

医療的ケア 698 19.5 43.7 3.4 1.7 6.4 6.2 1.9 16.5

区分

社
会
福
祉
協
議
会

家
族
・
友
人
・
知
人

学
校
・
職
場

福
祉
施
設
の
職
員

イ
ン
タ
ー

ネ

ッ
ト
の

サ
イ
ト
や
ブ
ロ
グ

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 3.5 20.4 3.7 5.6 8.4 1.8 15.3 10.7

身体障がい 3.6 18.8 0.9 4.4 7.1 1.5 15.1 10.4

知的障がい 1.7 31.5 11.9 9.9 9.6 2.6 15.2 9.6

精神障がい 2.5 19.4 4.8 7.0 11.8 1.6 18.5 9.6

重症心身障がい 2.0 20.9 1.4 10.1 8.8 － 14.2 12.2

医療的ケア 3.6 20.3 1.9 6.4 9.5 2.0 16.2 6.7
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③ 今後、特に充実してほしい情報 

「福祉サービスの内容や利用方法等に関する情報」の割合が39.3％と最も高

く、次いで「困ったときに相談ができる機関や窓口に関する情報」の割合が

38.1％、「社会情勢や福祉制度の変化等に関する情報」の割合が27.6％となっ

ており、情報提供や相談窓口の充実が求められていることが分かります。 

障がい種別でみると、精神障がいで「困ったときに相談ができる機関や窓口

に関する情報」の割合が高くなっています。また、知的障がい、精神障がいで

「仕事の選び方等の就職に関する情報」の割合が高くなっています。相談に対

して幅広い対応ができるよう、各関係機関との連携が重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：％

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

社
会
情
勢
や
福
祉
制

度
の
変
化
等
に
関
す

る
情
報

福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
内

容
や
利
用
方
法
等
に

関
す
る
情
報

困

っ
た
と
き
に
相
談

が
で
き
る
機
関
や
窓

口
に
関
す
る
情
報

学
校
の
選
び
方
な
ど

の
就
学
に
関
す
る
情

報 仕
事
の
選
び
方
な
ど

の
就
職
に
関
す
る
情

報

全  体 2,160 27.6 39.3 38.1 6.1 13.3

身体障がい 1,508 26.2 38.7 35.2 0.9 5.4

知的障がい 302 32.8 42.7 43.0 16.2 32.5

精神障がい 314 31.5 39.8 49.7 6.4 30.3

重症心身障がい 148 31.1 44.6 37.2 1.4 3.4

医療的ケア 698 28.8 45.7 43.7 2.9 13.0

区分

文
化
・
ス
ポ
ー

ツ
や

レ
ク
リ
エ
ー

シ

ョ

ン

、
レ
ジ

ャ
ー

等
の

余
暇
活
動
に
関
す
る

情
報

災
害
時
の
避
難
情
報

ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
団
体

等
に
関
す
る
情
報

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 9.4 22.5 5.3 1.7 17.4 13.9

身体障がい 7.0 22.6 5.1 1.3 19.5 14.2

知的障がい 19.9 24.8 7.3 1.7 10.6 11.3

精神障がい 11.8 22.9 5.4 3.8 14.0 9.6

重症心身障がい 9.5 26.4 8.8 3.4 9.5 16.2

医療的ケア 8.5 23.5 5.9 2.3 14.2 10.7
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（６）その他 

① 現在受けている医療的ケアについて 

「継続する透析（腹膜透析を含む）」の割合が9.7％と最も高くなっています。 

障がい種別でみると、他に比べ、身体障がいで「継続する透析（腹膜透析を

含む）」の割合が、重症心身障がいで「たん吸引（口腔・鼻腔）」「経管栄養（経

鼻・胃ろう・腸ろう・その他の経管栄養）」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分

中
心
静
脈
栄
養

（
Ｉ
Ｖ

Ｈ

）

経
管
栄
養

（
経
鼻
・
胃

ろ
う
・
腸
ろ
う
・
そ
の

他
の
経
管
栄
養

）

導
尿

人
工
肛
門

継
続
す
る
透
析

（
腹
膜

透
析
を
含
む

）

そ
の
他

無
回
答

全  体 0.5 4.1 2.5 2.6 9.7 16.1 63.0

身体障がい 0.7 5.5 3.4 3.4 12.9 16.8 55.9

知的障がい 1.1 4.5 － － 1.1 9.0 80.9

精神障がい － 0.6 － － 1.1 18.2 79.5

重症心身障がい 1.4 12.8 4.1 － 4.1 13.5 60.8

医療的ケア 0.4 3.3 2.3 3.0 10.7 16.5 62.5

区分

有
効
回
答
数

（
件

）

人
工
呼
吸
器
管
理

気
管
切
開

（
喉
頭
気
管

分
離
を
含
む

）

酸
素
吸
入

在
宅
酸
素
療
法

た
ん
吸
引

（
口
腔
・
鼻

腔

）

た
ん
吸
引

（
気
管
カ

ニ

ュ
ー

レ

）

全  体 814 1.4 2.5 1.6 1.8 3.4 2.7

身体障がい 596 1.7 3.4 1.8 2.2 4.4 3.7

知的障がい 89 2.2 4.5 4.5 2.2 5.6 4.5

精神障がい 176 － － 0.6 － － －

重症心身障がい 148 4.1 6.8 4.7 2.7 12.2 8.1

医療的ケア 698 1.1 2.4 1.4 1.9 2.6 2.4

単位：％
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３ 成果目標の達成状況 

（１）前計画の振り返り 

第５期春日市障がい福祉計画及び第１期春日市障がい児福祉計画（計画期

間：平成30年度～令和２年度）における成果目標の達成状況及び分析と課題は

次のとおりです。 

なお、令和２年度末の実績値については、令和２年10月30日現在の見込みの

数値を記載しています。 

 

① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

平成28年度末時点における施設入所者の９％（９人）以上を令和２年度末ま

でに地域生活へ移行するとともに、令和２年度末時点における福祉施設入所者

を、平成28年度末時点から２％（２人）以上削減することを目標としました。 

 

項目 数値 

平成 28 年度末施設入所者 96 人 

令和２年度末 

地域生活移行者数 

目標値 ９人（移行率 9.38％） 

実績値 ５人（移行率 5.21％） 

令和２年度末 

施設入所者数 

目標値 94 人（削減率 2.08％） 

実績値 94 人（削減率 2.08％） 

※ 地域生活移行者数とは、入所施設の入所者が施設を退所し、生活の拠点をグループホー

ム、一般住宅へ移行した人の数とします。 

 

施設入所者については、令和２年度までに新たに入所される人もいましたが、

差引きの実績は、目標としていた２人を達成することができました。 

ただし、地域生活移行者数は入所者本人の心身の状況や意思、家族等の状況

により５人にとどまり、目標としていた９人まで移行者数が伸びませんでした。 

今後も本人や家族が希望する生活を確認した上で、グループホームや一般住

宅等の地域移行を推進していく必要があります。 
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② 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

令和２年度末までに、保健、医療及び福祉関係者による協議の場を設置する

ことを目標としましたが、計画期間中に設置することができませんでした。 

精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることが

できるよう、様々な分野の関係者が情報共有や連携を図るため、医療、障がい

福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確

保された体制づくりの構築に向けた取組を検討する必要があります。 

 

 

③ 地域生活支援拠点等の整備 

障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域が抱える課題に向

き合い、障がい者やその家族が地域で安心して生活するため、緊急時にすぐに

相談することができ、必要に応じて緊急的な対応を図る地域生活支援拠点等の

整備について、令和２年度末までに１箇所整備することを目標としておりまし

たが、計画期間中に達成することができませんでした。 

地域生活支援拠点等の整備については、市内において整備に必要となる短期

入所事業所等の社会資源が豊富とは言えない状況であることから、整備に向け

た課題整理が必要であり、関係者や関係機関等と協議や連携を図り、市又は筑

紫地区圏域での整備に向けた取組の検討を引き続き行う必要があります。 

 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行等 

障がい者がその適性と能力に応じた職業に就くことは、経済的に自立し、地

域でいきいきと生活していくためには必要なことになります。前計画では、国

の指針に基づき、令和２年度中に就労移行支援事業等を通じた一般就労への移

行者数を平成28年度の実績の1.5倍以上にすることを目標としました。 

また、令和２年度末における就労移行支援の利用者数が平成28年度末実績か

ら20％以上増加することを目指すとともに、就労移行率が30％以上である就労

移行支援事業所を令和２年度末までに全体の50％以上とすることを目標とし

ました。 

加えて、就労定着支援による支援開始から１年後の就労定着率を80％以上と

することを目標としました。  
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項目 数値 

平成 28 年度一般就労移行者数 ９人（Ａ） 

令和２年度一般就労移行者数 
目標値 15 人（Ａの 1.5 倍） 

実績値 15 人 

平成 28 年度末就労移行支援利用者数 57 人（Ｂ） 

令和２年度末就労移行支援利用者数 
目標値 75 人（Ｂの 20％以上） 

実績値 60 人 

平成 28 年度末就労移行率 30％以上を達成した就労移行支援

事業所の割合 
20％ 

令和２年度末就労移行率30％以上を達成した就

労移行支援事業所の割合 

目標値 50％（50％以上） 

実績値 33％ 

令和２年度就労定着支援による支援を開始した

時点から１年後の就労定着率 

目標値 85％（80％以上） 

実績値 85％ 

 

一般就労移行者数は目標としていた15人を達成することができましたが、就

労移行支援利用者数は目標としていた75人には届きませんでした。 

障がい者の一般就労移行者を今後も増加させていくためには、就労移行支援

事業所及び就労関係機関との連携が必要不可欠となります。併せて就労移行支

援利用者数の増加は、相談支援事業所が本人の希望や特性をヒアリングし、必

要に応じて基幹相談支援センター等の関係機関と連携して、適切な就労移行に

繋げていくことが重要になります。 

就労移行率30％以上を達成した就労移行支援事業所の割合は、目標値には届

きませんでしたが、就労定着支援による支援を開始した時点から１年後の職場

定着率は85％の目標値を達成することが出来ました。しかし、平成30年度から

始まった就労定着支援は支援体制がまだ確立されていないことや、障がい者の

雇用に対する企業側の理解が十分ではない現状があります。 

そのため、今後も引き続き、関係事業所と連携を図っていき障がい者にとっ

て働きやすい職場環境が充実されるような取組を行う必要があります。 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

障がいの重度化・重複化や多様性に対応する専門的機能の強化を図り、地域

における中核的な支援施設としての児童発達支援センターについて、市又は圏

域で設置することが求められているため、１か所設置を目標としました。 

また、令和２年度末までに保育所等訪問支援を利用できる体制の整備を図る

ことを目標としました。 

さらに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を１か所以上確保することと、医療的ケア児支援のための

保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の

場を設置することを目標として掲げました。 

 

項目 数値 

児童発達支援センターの設置数 
目標 １か所 

実績 ０か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制整備 
目標 10 人／月 

実績 ４人／月 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業

所及び放課後等デイサービス事業所数 

目標 １か所 

実績 １か所 

医療的ケア児支援のための協議の場 
目標 設置 

実績 設置 

 

児童発達支援センターについては、市での整備はできていない状況です。 

しかしながら、筑紫地区圏域に児童発達支援センター機能を有する施設があ

り、必要に応じて当該施設と連携を図っています。 

保育所等訪問支援を利用できる体制整備については、対応できる事業所が開

設されたこと等により、１か月あたり約４人の利用がありました。 
重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所については、それぞれ市内に１か所ずつ開設されていますが、重症心

身障がい児の受け入れは、障がいの特性上、１か所当たりの受け入れ人数が少

ないため、ニーズに対する事業所の数は不足しています。今後も、事業所の開

設に際しては、積極的に周知していくとともに、既設の事業所と情報共有を密

に取りながら、重症心身障がい児の支援ができる体制の確保を目指す必要があ

ります。 

医療的ケア児の支援を目的とした、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等

の関係機関が連携を図るための協議の場については、春日市障がい者福祉関係

機関会議等を活用して、必要に応じた協議を行いました。 
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４ 障害福祉サービスの利用状況の推移 

前計画で設定した見込み量に対する障害福祉サービスや障害児通所支援等

の実績値です。第３章に記載しているサービスの見込み量はこれらの実績値や

国が示す目標に沿って見込み量を設定しています。 

なお、令和２年度末の実績値については、令和２年10月30日現在の見込みの

数値を記載しています。 

 

（１）訪問系サービス 

訪問系サービスとは、ホームヘルパー等が障がい者の居宅を訪問して身体介

護や家事援助を行ったり、外出時の支援を行うサービスです。 

 

＜サービス概要＞ 

サービス種類 サービスの内容 

居宅介護 
居宅での入浴、排泄、食事、家事等の援助、通院の介助等を

行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由又は重度の知的・精神障がい者で常時介護

を必要とする人に対し、長時間にわたる介護と移動介護を総

合的に提供します。 

同行援護 
移動が著しく困難な視覚障がい者に対し、移動の支援や外出

先での援護、視覚的情報の支援等を提供します。 

行動援護 
知的・精神障がいにより行動が著しく困難で常時介護を必要

とする人に、見守りや危険回避の援護を提供します。 

重度障害者等包括支援 

常時介護を要する障がい者等で、その介護の必要性が著しく

高い人に対し、サービス等利用計画に基づき複数のサービス

を包括的に提供します。 

 

＜実績＞ 

サービス種類 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

居宅介護 
時間／月 2,348 2,373 2,600 

人／月 134 126 140 

重度訪問介護 
時間／月 401 717 800 

人／月 1 2 2 

同行援護 
時間／月 453 368 380 

人／月 14 13 13 

行動援護 
時間／月 114 132 140 

人／月 7 8 9 

重度障害者等包括支援 
時間／月 0 0 0 

人／月 0 0 0 
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実績については、重度障害者等包括等支援以外の各サービスは概ね増加傾向にあ

ります。なお、令和２年度の居宅介護の利用時間は、新型コロナウイルス感染症拡

大による在宅時間の増加等の理由のため、前年度に比べると１か月あたり約 200 時

間増加しています。 

 

（２）日中活動系サービス 

日中活動系サービスとは、主に日中において、通所等により必要な介護や訓

練、支援等を提供するサービスです。 

 

＜サービス概要＞ 

サービス種類 サービスの内容 

生活介護 

常時介護を要する障がい者に、施設等で入浴や排泄、食事等

の介護をしたり、創作的活動や生産活動の機会の提供等を行

ったりします。 

自立訓練 

（機能訓練、生活訓練） 

障がい者が自立した生活ができるよう、一定期間、身体機能

や生活能力の向上のために必要な訓練等を行います。身体機

能向上のための「機能訓練」と生活能力向上のための「生活

訓練」の類型があります。 

就労移行支援 

就労を希望する障がい者に、一定期間、生産活動その他の活

動の機会の提供を通じて、就労に必要な知識や能力の向上の

ための訓練を行います。 

就労継続支援 

（Ａ型、Ｂ型） 

一般企業等で就労が困難な障がい者に、就労の機会を提供す

るとともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、

その知識や能力の向上のための訓練を行います。Ａ型（雇用

型）とＢ型（非雇用型）の類型があります。 

就労定着支援 

就労移行支援等を経て一般就労した障がい者に対し、企業や

関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要

となる支援を行います。 

療養介護 
医療を要する障がい者で常時介護の必要な人に、医療機関等

で、機能訓練や療養上の管理、看護、介護等を行います。 

短期入所 

（ショートステイ） 

居宅での介護を行っている人が、病気等の理由で介護できな

いときに、障がい者等が施設への短期間入所し、必要な介護

等のサービスを受けるものです。 

 

＜実績＞ 

サービス種類 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

生活介護 
人日／月 3,414 3,359 3,400 

人／月 172 168 170 

自立訓練（機能訓練） 
人日／月 10 33 40 

人／月 3 2 2 

自立訓練（生活訓練） 
人日／月 130 124 150 

人／月 7 13 14 
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サービス種類 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

就労移行支援 
人日／月 821 919 950 

人／月 50 56 60 

就労継続支援（Ａ型） 
人日／月 1,890 2,127 2,200 

人／月 100 108 110 

就労継続支援（Ｂ型） 
人日／月 2,450 2,619 2,800 

人／月 147 156 165 

就労定着支援 人／月 5 10 10 

療養介護 人／月 8 8 8 

短期入所（福祉型） 
人日／月 105 115 120 

人／月 20 28 30 

短期入所（医療型） 
人日／月 19 1 1 

人／月 4 1 1 

 

実績については、就労移行支援や就労継続支援等の就労に関するサービスは年々

増加傾向にあります。特に就労継続支援については、Ａ型、Ｂ型ともに前計画で設

定した見込み量よりもそれぞれ１か月あたり 15 人～40 人多い人数となりました。 

 

（３）居住系サービス 

居住系サービスとは、主に夜間において、施設や共同生活を行う住居で、必

要な援助を提供するサービスです。平日の日中は、利用者は通勤等をしたり、

日中活動系サービスを利用したりします。 

 

＜サービス概要＞ 

サービス種類 サービスの内容 

自立生活援助 

定期的に利用者の居宅を訪問し、困りごと等に対して必要な

助言や医療機関等との連絡調整を行います。利用者からの相

談・要請があった際は、随時の対応も行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

障がい者に対し、主に夜間において、共同生活を行う住居（グ

ループホーム）で、相談や食事提供等の支援又は入浴、排泄、

食事の介護等を行います。 

施設入所支援 
施設に入所する障がい者に対し、主に夜間において、入浴、

排泄又は食事の介護等を行います。 

 

＜実績＞ 

サービス種類 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

自立生活援助 人／月 0 0 0 

共同生活援助 人／月 74 85 85 

施設入所支援 人／月 96 94 94 
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実績については、共同生活援助と施設入所支援は概ね前計画で設定した見込み量通

りの数字になりました。自立生活援助については、令和２年度までの支給決定はあり

ませんでしたが、地域移行を進めるにあたり障がい者が地域で生活する上で支えとな

るサービスです。今後も引き続き、必要に応じて利用者に説明を行っていきます。 

 

  

（４）相談支援 

相談支援とは、障がい者やその保護者又はその介護者からの相談に応じ、必

要な情報の提供や助言、サービス提供事業所との連絡調整等を行うほか、サー

ビス等利用計画の作成や地域移行支援、地域定着支援を行うものです。 

 

＜サービス概要＞ 

サービス種類 サービスの内容 

計画相談支援 
障がい者の利用するサービスの内容等を定めた「サービス等

利用計画」の作成を行い、一定期間ごとに見直しを行います。

地域移行支援 

入所施設や精神科病院に入所、入院している障がい者に対

し、住居の確保や地域生活への移行に関する相談や、援助等

を行います。 

地域定着支援 
居宅で単身等で生活をする障がい者に対し、常時の連絡体制

を確保して、相談や緊急時の対応等を行います。 

 

＜実績＞ 

サービス種類 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

計画相談支援 人／月 628 678 700 

地域移行支援 人／月 3 1 2 

地域定着支援 人／月 3 0 1 

 

実績については、地域移行支援と地域定着支援が前計画で設定した見込み量

よりそれぞれ１か月あたり３～４人少ない結果になっています。自立生活援助

と同様、地域移行支援と地域定着支援は入所、入院している障がい者が住み慣

れた地域に戻る際や戻ってからの生活でよりどころとなるサービスです。今後

も利用者や医療機関等に積極的に周知、説明を行っていきます。 
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（５）障がい児に対する福祉サービス 

障害児通所支援等は、児童福祉法に位置づけられ、市町村が実施主体となる

「障害児相談支援」と「障害児通所支援」、都道府県が実施主体となる「障害

児入所支援（福祉型・医療型）に体系化されています。 

 

＜サービス概要＞ 

サービス種類 サービスの内容 

児童発達支援 

就学前の障がい児に対し、日常生活における基本的な動作の

指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他必要

な支援を提供します。 

医療型児童発達支援 
上肢、下肢又は体幹の機能の障がい児に対して児童発達支援

および治療を行います。 

放課後等デイサービス 

学齢期の障がい児に対し、授業の終了後や夏休み等の長期休

暇時において、生活能力の向上のための訓練、社会との交流

の促進等を継続的に提供することにより、学校教育と連携し

ながら放課後の居場所づくりを推進します。 

保育所等訪問支援 

障がい児施設の専門機能を活かして、その職員が保育所等集

団生活を営む施設等を訪問し、その施設における障がい児の

集団生活への適応のための専門的な支援等を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がいがあり、障害児通所支援を利用するために外出

することが著しく困難な障がい児に発達支援が提供できるよ

うに障がい児の居宅を訪問して発達支援を行います。 

障害児相談支援 

障害児通所支援を利用しようとする障がい児やその家族に対

し、障害児支援利用計画の作成や、サービス事業所との連絡

調整等の支援を行います。 

 

＜実績＞ 

サービス種類 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

児童発達支援 
人日／月 1,230 1,610 1,800 

人／月 206 266 300 

医療型児童発達支援 
人日／月 0 0 0 

人／月 0 0 0 

放課後等デイサービス 
人日／月 3,136 3,803 4,000 

人／月 226 264 280 

保育所等訪問支援 
人日／月 11 10 10 

人／月 3 4 4 

居宅訪問型児童発達支援 
人日／月 0 0 0 

人／月 0 0 0 

障害児相談支援 人／月 341 414 450 
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児童発達支援や放課後等デイサービスは年々増加傾向にありますが、特に放

課後等デイサービスについては、前計画で設定した見込み量より１か月あたり

約90人増加しています。 

一方で、重症心身障がい児や医療的ケアが必要な障がい児の受け入れを行う

医療型児童発達支援や居宅訪問型児童発達支援は、対応できる事業所がない等

の理由により支給決定はありませんでした。しかし、サービスを必要としてい

る人のためにも、今後も各関係事業所と情報共有を図り、環境整備に向けた検

討を進めます。 

 

 

（６）医療的ケア児支援調整コーディネーターの配置 

障害児通所支援事業所等において医療的ケア児の受け入れが促進されるよ

う、生活の中で医療的ケアが必要な障がい児に対して障害福祉サービスの情報

提供や調整を含む相談支援を行いました。 

なお、子どものみならず医療的ケアが必要な18歳以上の障がい者に対しても

同様の相談支援を行いました。 

 

＜実績＞ 

サービス種類 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

医療的ケア児支援調整 

コーディネーター 
人／月 0 1 1 
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５ 地域生活支援事業の利用状況の推移 

前計画で設定した見込み量に対する地域生活支援事業の実績値です。なお、

地域生活支援事業は、市町村や都道府県が主体となって、地域の実情や利用者

の状況等に応じて柔軟に実施する事業です。その内容は「必須事業」と「任意

事業」に分かれています。 

 

（１）必須事業 

＜サービス概要＞ 

サービス種類 サービス内容 

理解促進研修・啓発事業 

障がい者等が日常・社会生活を営む上で生じる「社会的障

壁」を除去するため、障がい者等の理解を深めるための研

修・啓発を行います。 

相談支援事業 

 基幹相談支援センター

等機能強化事業 

相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、基幹相談

支援センター等に専門的職員の配置等を行います。 

障害者相談支援事業 

障がい者が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで

きるよう、その保護者等からの相談に応じ、必要な情報提

供等や虐待防止等に向けた支援体制の整備、権利擁護のた

めに必要な援助を行います。 

成年後見制度利用支援事業 
知的障がい、精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を

支援することにより、障がい者の権利擁護を図ります。 

意志疎通支援事業 

 
手話通訳派遣事業 

聴覚障がい者等が公的機関や医療機関での手続き等で意思

疎通の円滑化を図るために、手話通訳者を派遣します。 

要約筆記者派遣事業 
聴覚障がい者等が公的機関や医療機関での手続き等で意思

疎通の円滑化を図るために、要約筆記通訳者を派遣します。

手話通訳者設置事業 

市庁舎内に手話通訳者を設置し、聴覚障がい者等が市庁舎

内での各種手続き等で意思疎通の円滑化を図るために、手

話通訳を行います。 

日常生活用具給付等事業 
障がい者の日常生活の便宜を図るため、日常生活用具の給

付を行います。 

手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がい者等が自立した日常生活や社会生活を営む事が

できるよう、手話で日常生活を行うのに必要な手話語彙等

を習得する人を養成します。 

地域活動支援センター機能

強化事業 

障がい者に対し、創作的活動又は生産活動の提供、地域と

の交流の促進等を行い、地域生活において自立した生活を

営む事ができるよう支援します。 

移動支援事業 
移動が困難な障がい者に対し、地域のおける自立した生活

等への支援、社会参加等への外出支援を行います。 
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＜実績＞ 

サービス種類 単 位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

理解促進研修・啓発事業 実施事業数 2 2 2 

相談支援事業 

 基幹相談支援センター

等機能強化事業 
実施箇所数 1 1 1 

障害者相談支援事業 実施箇所数 2 2 2 

成年後見制度利用支援事業 
利用実人数 

（人／年） 
0 0 0 

意志疎通支援事業 

 手話通訳派遣事業 実利用者数 344 329 300 

要約筆記者派遣事業 実利用者数 27 21 20 

手話通訳者設置事業 実利用者数 1 1 1 

日常生活用具給付等事業 

 
介護・訓練支援用具 

給付等件数

（件/年） 
5 5 5 

自立生活支援用具 
給付等件数

（件/年） 
11 13 15 

在宅療養等支援用具 
給付等件数

（件/年） 
15 18 20 

情報・意思疎通支援用具 
給付等件数

（件/年） 
19 16 18 

排泄管理支援用具 
給付等件数

（件/年） 
1,956 1,912 2,000 

在宅生活動作補助用具 

(住宅改修費） 

給付等件数

（件/年） 
1 2 2 

手話奉仕員養成研修事業 
受講者数 

（人／年）
14 15 0 

地域活動支援センター機能

強化事業 
実施箇所数 1 1 1 

移動支援事業 

利用者数 

（人／年）
117 115 120 

延べ利用 

時間数 

（時間／年）

9,683 9,669 10,000 

 

令和２年４月から「春日市障がい者基幹相談支援センター」を設置し、地域

の相談支援体制の充実を図りました。日常生活用具給付事業については、排泄

管理支援用具の給付が最も多く、全体の給付数も年々増加している状況です。

令和３年１月には、人工呼吸器等使用者が災害時等に必要となる医療機器用バ

ッテリー（発電機を含む）を新たに対象品目に追加しました。また、移動支援

事業も前計画で設定した見込み量よりも１か月あたり約25人～30人多くなっ

ており、障がい者が外出時の支援を求めていることが伺える実績となりました。
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（２）任意事業 

＜サービス概要＞ 

サービス種類 サービス内容 

訪問入浴サービス 
居宅介護や通所施設等で入浴が困難な障がい者に、訪問に

より居宅において浴槽を提供し入浴サービスを行います。

更生訓練費 

施設で訓練を効果的に受けることができるよう実習や訓

練、通所に要する経費を支給する事業で、対象者は利用者

負担が生じない方に限られます。 

日中一時支援 

 
日中一時支援事業 

家族の就労支援や一時的休養のため、障がい者等の日中に

おける活動の場を支援します。 

障害児等タイムケア費支

給事業 

障がい児等に対し、長期休暇等に活動場所を提供し、保護

者等の一時的休養を確保します。 

県立太宰府特別支援学校

放課後等支援事業 

太宰府特別支援学校に在学している障がい児に対し、放課

後等に活動場所を提供し、保護者等の一時的休養を確保し

ます。 

自動車運転免許取得・改造

助成 

就労等を目的とした障がい者に対し、自動車運転免許の取

得及び自動車改造に要する費用の一部を助成します。 

レクリエーション活動支援 

（水泳教室） 

障がい者等の交流、余暇、体力増強等に資するとともに障

がい者スポーツを普及させるために、障がい者スポーツに

触れる機会等を提供します。 

点字・声の広報等発行 
視覚障がい者等のために、地域生活を営む上で必要な情報

を点訳や音声訳等で提供します。 

発達障害児者家族等支援事

業（家族のスキル向上支援） 

発達障がい児等の家族を対象にペアレントプログラムを開

催します。 

 

＜実績＞ 

サービス種類 単 位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

訪問入浴サービス 実施事業数 8 13 14 

更生訓練費 
利用実人数 

（人／年） 
86 75 80 

日中一時支援 

 
日中一時支援事業 

利用者数 

（人/年） 
13 22 25 

障害児等タイムケア費支

給事業 

利用者数 

（人/年） 
24 22 17 

県立太宰府特別支援学校

放課後等支援事業 

利用者数 

（人/年） 
12 13 13 

自動車運転免許取得・改造

助成 

利用実人数 

（人／年） 
2 0 1 

レクリエーション活動支援 

（水泳教室） 

利用実人数 

（人／年） 
17 34 37 

点字・声の広報等発行 
利用実人数 

（人／年） 
7 9 8 

発達障害児者家族等支援事

業（家族のスキル向上支援） 

修了人数 

（人／年） 
- 10 10 
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日中一時支援は、前計画から引き続き増加傾向にあり、介護者の負担を軽減

するレスパイトを目的としたサービス利用が年々増えています。 

レクリエーション活動支援である水泳教室は、令和元年度から従来の大人の

部と新たに子どもの部を新設したことにより、利用者数が増加しています。 
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第３章   障害福祉サービス等の数値目標及び見込み量 

 

 

１ 成果目標及び活動指標 

障害者総合支援法第88条の規定に定める「障害福祉計画」と児童福祉法第33

条の20の規定に定める「障害児福祉計画」の数値目標について、国の第６期障

害福祉計画及び第２期障害児福祉計画の基本指針を踏まえるとともに、本市に

おける過去の実績と地域の実情を考慮し、令和５年度を目標年度として成果目

標及び活動指標を設定します。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行  

地域生活への移行を進める観点から、令和５年度末の施設入所者数を令和元

年度末時点の施設入所者数から1.6％以上削減するとともに、令和元年度末時

点の施設入所者の６％以上をグループホーム等へ地域移行することを目標と

します。 

福祉施設から地域生活へ移行するに当たり、施設や医療機関及び相談支援事

業所等の関係機関と連携を図り、必要な福祉サービスの利用につなげることが

できるよう、相談等の支援を行います。 

 

目 標 値 設定の考え方 

令和５年度末の 

施設入所者数  
92 人 

令和元年度末時点（94 人）から 1.6％削減 

【国指針：令和元年度末時点の施設入所者数から1.6％

以上削減】 

令和５年度末までの 

地域生活移行者数  
６人 

令和元年度末の施設入所者の６％が、グループホーム

等へ地域移行 

【国指針：令和元年度末の施設入所者数の６％以上が

地域生活に移行】 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築   

精神障がい者が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることが

できるよう、筑紫地区地域自立支援協議会等において、保健、医療及び福祉関

係者による協議を行い、医療、障がい福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、

地域の助け合い、教育が包括的に確保できるような精神障がいにも対応した地

域包括ケアシステムの構築を図ることについて検討します。 

 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備  

障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域が抱える課題に向

き合い、障がい者やその家族が地域で安心して生活するため、緊急時にすぐに

相談でき、必要に応じて緊急的な対応が図れる体制として、令和５年度までに

地域生活支援拠点等の整備することを目指します。 

なお、整備に当たっては、本市の課題整理を行った上で、近隣市の社会資源

等も含めて連携を図ることも検討します。 

さらに、筑紫地区地域自立支援協議会等の協議の場において、筑紫地区圏域

での地域生活拠点等の整備に向けた協議も併せて行います。 

 

目 標 値 設定の考え方 

令和５年度末までに地域生活支援拠

点等を１箇所設置  

【国指針：令和５年度末までの間、各市町村又は各圏

域に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、そ

の機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証、検

討することを基本】 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等  

障がい者がその能力を十分に発揮し、経済的に自立した生活を送るために就

労支援の充実を図る必要があります。そのために令和５年度中に就労移行支援

事業等を通じた一般就労への移行者数を令和元年度の一般就労への移行実績

の1.27倍以上を目標値として定めます。なお、就労移行支援については、一般

就労への移行における重要な役割と考え、令和元年度の一般就労への移行実績

の1.30倍以上とします。 

また、障がい者の一般就労への定着も重要であることから、令和５年度にお

ける就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する人のうち、70％が就労定

着支援を利用することを目標とします。さらに、就労定着支援の就労定着率に

ついては、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が80％以上の事業所を全体

の70％以上とすることを定めます。 

目標達成に向け、今後も引き続き、各事業所間の連携を図るとともに、障害

者就業・生活支援センターちくしやハローワーク等各関係機関との連携も図り

ます。 

 

目 標 値 設定の考え方 

令和５年度一般就労

移行者数 

19 人 

(1.27 倍増)

令和５年度中に、福祉施設から一般就労へ移行させる

人数。令和元年度実績値(15 人)の 1.27 倍増 

【国指針：令和元年度実績の 1.27 倍以上】 

令和５年度一般就労

移行者数 

（就労移行支援）  

19 人 

(1.30 倍増)

令和５年度中に、就労移行支援から一般就労へ移行さ

せる人数。令和元年度実績値(15 人)の 1.30 倍増 

【国指針：令和元年度実績の 1.30 倍以上】 

令和５年度就労定着

支援利用者の割合 
70％ 

令和５年度における就労移行支援事業等を通じた一

般就労移行者のうち、就労定着支援を利用する割合 

【国指針：70％が就労定着支援を利用することを基

本】 

令和５年度就労定着

率 80％以上の就労定

着支援事業所の割合  

70％ 

令和５年度における就労定着率が 80％以上の就労定

着支援事業所の割合 

【国指針：就労定着率が 80％以上の就労定着支援事業

所を全体の 70％以上とすることを基本】 
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

地域の相談支援の拠点である基幹相談支援センターとして、引き続き総合的、

専門的な相談支援の実施や相談支援体制強化の充実を図ります。 

また、近年、複合的な課題を抱える世帯の増加等により、障がい分野のみな

らず、子育て、介護及び生活困窮等の他分野と連携を密に図り、子どもから高

齢者まで切れ目の無い相談支援体制の構築に努めます。 

相談支援事業者からの相談等に対し、専門的な指導・助言を今後も継続する

ともに、春日市障がい者福祉関係機関会議等を活用して情報共有や事業所間の

連携を図り、相談支援事業者の人材育成の支援を行います。 

また、定期的に相談支援事業所への実地指導等も行い、制度を踏まえた適切

なサービス提供ができるよう助言を行います。 

 
 

（６）障害福祉サービス等の質の向上 

近年、障害福祉サービス等の多様化、サービス事業所の増加に伴い、より一

層事業所が利用者に対して、真に必要とするサービスを適切に提供することが

求められています。 

市町村は、障害者総合支援法の具体的内容を理解した上で、各サービス等の

利用状況を把握し、障がい者が真に必要とするサービスを事業所が提供できて

いるか検証を行う必要があります。 

そのため、県等が実施する障害福祉サービス等に係る研修に市の職員が積極

的に参加することや、事業所の請求内容のうちエラーとなった内容の分析結果

等を活用する等により、事業所に対して適切な助言ができるようさらに取り組

みます。 
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（７）障がい児支援の提供体制の整備等  

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指す

ため、令和５年度末までに、児童発達支援センターを１か所設置することを検

討します。 

保育所等訪問支援についても、令和５年度末までにさらなる利用確保のため

の体制づくりを検討します。 

重症心身障がい児や医療的ケア児に対する支援としては、支援できる事業所

の確保等の対応について検討を行うとともに、引き続き春日市障がい者福祉関

係機関会議等を活用し、各関係機関との協議を行います。必要に応じて筑紫地

区地域自立支援協議会の協議の場等も活用し、圏域での整備も併せて検討しま

す。 

また、令和３年度からいきいきプラザに「子ども発達支援室」を設置します。

就学前の乳幼児から15歳までの児童を対象とし、発達に関する相談等を実施し、

必要に応じて、保育所・幼稚園、小中学校、障害児相談支援事業所、児童発達

支援事業所等と連携し、教育・福祉の切れ目ない支援を実施していきます。 

 
目 標 値 設定の考え方 

令和５年度末児童発達支援センター

設置数 
１か所

【国指針：令和５年度末までに、児童発達

支援センターを各市町村又は各圏域に少

なくとも１か所以上設置することを基本】

令和５年度末保育所等訪問支援を利

用できる体制の構築  
有 

【国指針：令和５年度末までに、全ての市

町村において保育所等訪問支援を利用で

きる体制の構築を基本】 

令和５年度末重症心身障がい児を支

援する児童発達支援事業所数  
１か所

【国指針：令和５年度末までに、各市町村

又は圏域に少なくとも１か所以上確保す

ることを基本】 

令和５年度末重症心身障がい児を支

援する放課後等デイサービス事業所

数 

１か所

【国指針：令和５年度末までに、各市町村

又は圏域に少なくとも１か所以上確保す

ることを基本】 

令和５年度末医療的ケア児支援のた

めの協議の場 
設置 

【国指針：令和５年度末までに、各都道府

県、各圏域及び各市町村において、保健、

医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機

関等が連携を図るための協議の場を設け

ることを基本】 

令和５年度末医療的ケア児等に関す

るコーディネーター 
配置 

【国指針：令和５年度末までに、各都道府

県、各圏域及び各市町村において、医療的

ケア児等に関するコーディネーターの配

置を基本】 
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２ 障害福祉サービスの見込み量 

障害福祉サービスの過去の利用者数、利用量、伸び率や国が示す目標等を基に

令和３年度から令和５年度までの見込み量です。 

 

（１）訪問系サービス  

 

サービス種類 単位 
見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度

居宅介護 
時間／月 2,600 2,700 2,800

人／月 140 150 160

重度訪問介護 
時間／月 800 1,100 1,200

人／月 2 3 3

同行援護 
時間／月 400 420 440

人／月 13 14 15

行動援護 
時間／月 150 160 170

人／月 9 10 11

重度障害者等包括支援 
時間／月 100 100 100

人／月 1 1 1

 
高齢化が進む今日で、介護者の高齢化により介護が出来なくなった場合や親

亡き後も在宅で生活を送るためには、訪問系サービスの利用は必要不可欠です。  

アンケート結果において「希望する暮らし方」は“家族や親族と一緒に暮ら

したい”が最も高い割合になっていることから、訪問系サービスの利用は今後

も増えていくことが考えられます。 

なお、アンケート結果から、障害福祉サービスを利用していない理由として

サービスに関する情報不足が挙げられているため、支援が必要な人が適切にサ

ービスを利用できるよう、今後も障害福祉サービス内容に関する周知について

工夫を図ります。 

重度障害者等包括支援については、対応できる事業所が本市にはなく、現時

点では事業所が新規に開設される見込みはありませんが、必要に応じて各関係

事業所と連携を図りながら、利用者の必要に応じた対応に努めます。  
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（２）日中活動系サービス  

 

サービス種類 単位 
見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度

生活介護 
人日／月 3,400 3,500 3,600 

人／月 170 175 180 

自立訓練(機能訓練） 
人日／月 40 50 60 

人／月 2 3 4 

自立訓練(生活訓練） 
人日／月 180 190 200 

人／月 11 12 13 

就労移行支援 
人日／月 1,000 1,100 1,200 

人／月 65 70 75 

就労継続支援(Ａ型） 
人日／月 2,400 2,600 2,800 

人／月 125 135 145 

就労継続支援(Ｂ型） 
人日／月 3,000 3,200 3,400 

人／月 180 195 210 

就労定着支援 人／月 15 20 25 

療養介護 人／月 8 8 8 

短期入所（福祉型） 

人日／月 120 125 130 

人／月 30 31 32 

短期入所（医療型） 
人日／月 10 10 10 

人／月 2 2 2 

 

就労は、障がい者の自立を目指す上で重要なことです。第２章でも記載して

いる通り、就労に関するサービスの利用者数を増やすには、相談支援事業所等

が本人の希望や特性をヒアリングし、必要に応じて基幹相談支援センターとも

連携して、適切な就労移行に繋げていくことが必要になります。  

また、利用者が増える一方、対応する受け皿としてさらに事業所を確保する

必要があります。市ができることとして、事業所の新規開設について法人等か

ら相談がある際に、本市において新たな整備にあたっての検討材料となるよう、

本市のニーズや状況を積極的に周知し、行政のみならず事業所も一緒にニーズ

に対応することで、受け皿の確保に繋げていきます。 

さらに、短期入所の事業所と連絡を定期的に取り、受け入れ状況を把握する

等、事業所と連携して情報共有を図り、緊急時の受け入れ体制の確保に努めま

す。  
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（３）居住系サービス  

 

サービス種類 単位 
見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度

自立生活援助 人／月 1 2 3 

共同生活援助 人／月 90 95 100 

施設入所支援 人／月 94 93 92 

 

福祉施設からの地域生活への移行は成果目標にも定めており、施設入所支援

については、本人や家族の希望する生活を確認した上で、施設スタッフと連携

しながら、地域移行を推進します。 

施設入所者が地域移行を検討する過程で、自宅での生活が不可能な場合は、

グループホームの検討が必要になります。グループホームへの入所がスムーズ

に進むよう、必要に応じて本人とグループホーム管理者との調整を図る等、手

続きに関する支援等を行います。 

なお、見込み量はあくまで目安であり、共同生活援助については、今後地域

移行を進めるにあたり、利用者数が見込み量を上回る可能性があることから、

グループホームの整備等の課題についても検討する必要があります。 

 

（４）相談支援 

 

サービス種類 単位 
見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度

計画相談支援 人／月 750 800 850 

地域移行支援 人／月 2 3 4 

地域定着支援 人／月 1 2 3

 

春日市や近隣市の相談支援事業所とも連携を図り、必要な時に障害福祉サー

ビスや各関係機関に繋ぐことができる体制を充実させます。 

地域移行を進めるにあたっては、本人だけでは難しい各種手続きのサポート

や、在宅に戻っても常時連絡できる体制確保のため、地域移行支援や地域定着

支援を積極的に利用者に説明します。 
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（５）障がい児に対する福祉サービス  

 

サービス種類 単位 
見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度

児童発達支援 
人日／月 2,000 2,200 2,400

人／月 330 360 390

医療型児童発達支援 
人日／月 10 10 10

人／月 1 1 1

放課後等デイサービス 
人日／月 4,200 4,500 4,800

人／月 300 310 320

保育所等訪問支援 
人日／月 12 15 18

人／月 4 5 6

居宅訪問型児童発達支援 
人日／月 10 10 10

人／月 1 1 1

障害児相談支援 人／月 500 550 600

 

近年、利用者が急激に増加している児童発達支援と放課後等デイサービス 

は、今後も利用者が増加することが見込まれます。児童発達支援については、

子ども発達支援室等、関係機関と連携し、子どもの特性や療育の必要性を保護

者と話し合いながら、その子どもに合った支援に繋げていけるよう努めます。 

受け入れ側である事業所数は、利用者の増加に伴って増加している状況です。

しかし、利用者や事業所が増える一方で、重症心身障がい児や医療的ケアが必

要な障がい児の受け皿の確保やその家族への周知はまだ十分ではありません。 

そのため、重症心身障がい児や医療的ケアが必要な障がい児の受け入れ体制

を確保できるよう、事業所のみならず、保育所、学校又は病院等の他機関と連

携を図り、情報収集に努めます。 
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（６）医療的ケア児支援調整コーディネーター  

 

サービス種類 単位 
見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度

医療的ケア児に対する関連分野

の支援を調整するコーディネー

ターの配置人数 

人／月 1 1 1

 

令和元年度から配置している医療的ケア児等支援調整コーディネーターを

引き続き配置し、医療的ケアが必要な障がい児や障がい者からの相談に対応し、

必要に応じた支援や関係機関と連携を図ります。 
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３ 地域生活支援事業の見込み量 

地域生活支援事業の過去の利用者数、利用量、伸び率や国が示す目標等を 

基に令和３年度から令和５年度までの見込み量です。 

（１）必須事業  

 

サービス種類 単位 
見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度

理解促進研修・啓発事業 実施事業数 2 2 2 

相談支援事業 

 基幹相談支援センター等

機能強化事業 
実施箇所数 1 1 1 

障害者相談支援事業 実施箇所数 2 2 2 

成年後見制度利用支援事業 
利用実人数

（人／年）
3 3 3 

意志疎通支援事業 

 手話通訳派遣事業 実利用者数 330 330 330 

要約筆記者派遣事業 実利用者数 25 25 25 

手話通訳者設置事業 実利用者数 1 1 1 

日常生活用具給付等事業 

 
介護・訓練支援用具 

給付等件数

（件/年） 
6 7 8 

自立生活支援用具 
給付等件数

（件/年） 
17 19 21 

在宅療養等支援用具 
給付等件数

（件/年） 
22 24 26 

情報・意思疎通支援用具 
給付等件数

（件/年） 
20 22 24 

排泄管理支援用具 
給付等件数

（件/年） 
2,100 2,200 2,300 

在宅生活動作補助用具 

（住宅改修） 

給付等件数

（件/年） 
3 3 3 

手話奉仕員養成研修事業 
受講者数 

（人／年）
15 15 15 

地域活動支援センター機能

強化事業 
実施箇所数 1 1 1 

移動支援事業 

利用者数 

（人／年）
125 130 135 

延べ利用 

時間数 

（時間／年）

10,425 10,842 11,259 
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今後も基幹相談支援センターの周知を図るとともに、他機関や事業所等と連

携を図りながら、障がい者の相談事業の充実を図ります。 

障がい者の日々の生活や自立にあたり、情報・意思疎通支援用具や排泄管理

支援用具等を給付する日常生活用具給付事業は欠かせません。また、聴覚障が

い者にとって、外出先での手話通訳や要約筆記によるサポートは、コミュニケ

ーションを取る上で必要不可欠なものとなります。 

今後も利用者のニーズを把握しながら、支援が必要な方に支援が行きわたる

よう、障害福祉サービスだけではなく、地域生活支援事業の周知を継続して行

います。 

 
 

（２）任意事業  

 

サービス種類 単位 
見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度

訪問入浴サービス 実施事業数 14 14 15 

更生訓練費 
利用実人数

（人／年）
65 70 75 

日中一時支援 

 
日中一時支援事業 

利用者数 

（人/年） 
27 29 31 

県立太宰府特別支援学校

放課後等支援事業 

利用者数 

（人/年） 
13 13 13 

自動車運転免許取得・改造助

成 

利用実人数

（人／年）
5 5 5 

レクリエーション活動支援 

（水泳教室） 

利用実人数

（人／年）
40 40 40 

点字・声の広報等発行 
利用実人数

（人／年）
8 8 8 

発達障害児者家族等支援事

業（家族のスキル向上支援） 

修了人数 

（人／年）
20 30 40 

 

任意事業は、地域の実情や利用者の状況等に応じて、特に本市で必要と思わ

れる事業を実施しており、今後必要に応じて見直すこともあります。 

就労支援や自立訓練への通所にかかる経費を助成する更生訓練費は、一般就

労等の増加を目指すにあたり必要な事業であり、今後も継続していきます。 

自動車運転免許取得・改造助成は、就職するにあたって、通勤に関する問題

を抱えている身体障がい者等の一つの解決策にも繋がるため、今後も継続し、

情報提供にも努めます。  
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４ その他事業について 

様々な障がい者へのニーズに対応するために、障害福祉サービスや地域生活

支援事業以外に本市が独自で行っている事業です。今後も障がい者のニーズや

近隣市の状況等を勘案し、必要に応じて事業の見直しを行っていく予定です。 

    

（令和３年３月31日時点） 

サービス種類 サービスの内容 

福祉タクシー料金助成事業 
在宅の重度の障がい者に対し、タクシー利用料金を一部助成

します。 

配食サービス事業 
買物や調理が困難な障がい者等に対し、栄養バランスのとれ

た食事を配達するとともに、安否の確認をします。 

住宅改造費助成事業 
介護を要する障がい者等に対し、生活しやすい住宅に改造す

るための費用の一部を助成します。 

福祉電話設置事業 

外出困難な在宅の重度の身体障がい者に対し、連絡手段を確

保するために、福祉電話を貸与するのと、設置料や基本料金

等を助成します。 

あんしんコール事業 

在宅の重度の身体障がい者に対し、家庭内での急病や事故等

の緊急時に通報できる通報装置を貸与します。必要に応じて、

ホームヘルパー等の派遣や救急要請等を行います。 

寝具洗濯サービス事業 

在宅の身体障がい者の保健衛生上の維持向上を図り、介護者

の負担を軽減するため、寝具等の洗濯、乾燥及び消毒を行い

ます。 

腎臓疾患患者福祉給付金 
就労等の理由で午後５時以降に人工透析を受けている障がい

者に対し、通院に伴う交通費を助成します。 

軽度・中等度難聴児補聴器

購入費助成事業 

身体障害者手帳の交付対象にならない軽度・中等度難聴児に

対し、言語の習得や健全な発達を支援するため、補聴器の購

入費用の一部を助成します。 

小児慢性特定疾病児童日常

生活用具給付事業 

小児慢性特定疾病児童等の日常生活の便宜を図るために、日

常生活用具の給付を行います。 

 

 

 

47 ページから 59 ページまでに記載している障害福祉サービス、地域生活

支援事業やその他事業の詳細や利用方法等については、本市が毎年度発行

している障がい者福祉のしおり「まごころ」に記載しています。 
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第４章    計画の推進体制 

 
 

１ 計画の推進のために 

（１）計画の見直し 

わが国は、平成26年１月に「障害者の権利に関する条約」を批准し、条約の

締約国となりました。この条約の批准までには、障害者基本法の改正、障害者

自立支援法改正による障害者総合支援法の制定、障害者差別解消法の制定等、

国内法令の整備が行われてきましたが、これからも障害者権利条約の完全実施

に向けて、新たな制度改革や取組が一層進められていく予定です。このような

動向も踏まえ、必要に応じて計画期間中においても本計画の見直しを行うもの

とします。 
 

（２）計画の進捗管理 

本計画では、基本指針に即して定めた数値目標を成果目標と位置づけ、各サ

ービスの見込み量を活動指標としています。これらの指標に基づき、PDCAサイ

クルに沿って事業を実施し、各事業の進捗状況及数値目標の達成状況等につい

て、春日市障がい福祉計画及び春日市障がい児福祉計画検討協議会から点検・

評価を受けるとともに、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

成果目標および活動指標を設定する。 

中間評価の結果を踏まえ、必要が
あると認められるときは、計画の
見直し等を実施する。 

１年ごとに実績を把握し、計画期間中
の中間評価として分析する。 

計画の内容を踏まえ、事業を実施する。 

評価（Check） 

計画（Plan） 

実⾏（Do） 改善（Act） 
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    資料編 

 

 

障がい福祉に関するアンケート調査結果 

（１）調査の概要  

① 調査の目的 

本調査は、「春日市障がい福祉計画及び春日

市障がい児福祉計画」の見直しにあたり、計画

策定の基礎資料を得ることを目的として実施

したものです。 

 

② 調査対象 

春日市在住の身体障害者手帳、療育手帳、精

神障害者保健福祉手帳の所持者及び障害福祉

サービス、障害児通所支援サービスの利用者 

 

③ 調査期間 

令和２年６月 16 日から令和２年７月３日 

 

④ 調査方法 

郵送による配布・回収 

 

⑤ 回収状況 

配 布 数 有効回答数 有効回答率

5,068 通 2,160 通 42.6％ 

 
 
 
 
 
 
 
 

（２）回答者属性 

はじめに、この調査票にご回答いただく方はどなた

ですか。（○は１つだけ） 

 

 

 

  
 

 

 

問１ あなたの性別と年齢をご記入ください。 

（それぞれ１つに○） 

① 性別 

 

 

 

 

② 年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数 =

  2,160 52.8 45.6

0.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  2,160 61.3 27.5

0.5 0.6

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  2,160 8.0

1.1

11.0 24.8 53.6 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人が自分で回答

家族など介助の方が代理で回答

施設職員が代理で回答

その他

無回答

男性 女性 その他 無回答

0 ～17歳 18、19歳 20～39歳 40～64歳

65歳以上 無回答
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問３ あなたの手帳の等級、程度、障害児通所支援

サービス（児童発達支援や放課後等デイサー

ビスなど）の利用について、それぞれお答え

ください。（それぞれ１つに○） 

① 身体障害者手帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 療育手帳 

 

 

 

 

 

ア．療育手帳Ａの等級 

 

 

 

 

 

イ．療育手帳Ｂの等級 

 

  

 

 

③ 精神障害者保健福祉手帳 

 

 

 

 

問３ 障害児通所支援サービス（児童発達支援や放

課後等デイサービスなど） 

 

 

 

 

問４ あなたは難病（特定疾患）の認定を受けてい

ますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

問５ あなたは、発達障がいとして診断されたこと

がありますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

問６ 手帳の所持の有無や等級にかかわらず、あな

たの障がいは次のうち、どれにあてはまると

感じていますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ あなたは現在、どのように暮らしていますか 

（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数 =

  2,160

5.6

8.4 42.1 43.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  2,160 13.3 75.3

0.8 4.3 2.3 1.1

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  2,160

1.1

7.3

6.1
41.8 43.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  121 25.6 33.9 5.0 35.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1 2 3 無回答

回答者数 =

  181 20.4 34.3 45.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1 2 無回答

１級

３級

無回答

２級

手帳は持っていない

回答者数 =

  2,160 10.0 49.5 40.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答

回答者数 =

  2,160 9.3 82.3 8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受けている 受けていない 無回答

回答者数 =

  2,160 13.2 74.6 12.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A （１、２、３） B （１、２）

手帳は持っていない 無回答

受けている 受けていない 無回答

回答者数 = 2,160 ％

重症心身障がいである
（重度の肢体不自由と重度の

知的障がいが重複している）

医療的ケアが必要である

どちらにもあてはまらない

無回答

6.9

32.3

49.9

12.5

0 20 40 60 80 100

ひとりで暮らしている（自宅）

家族と暮らしている

グループホームなどで仲間と暮らしている

施設に入所している

入院している

その他

無回答

回答者数 = 2,160 ％

１級

２級

３級

４級

５級

６級

手帳は持っていない

無回答

25.8

10.8

9.4

14.6

5.0

4.3

14.9

15.3

0 20 40 60 80 100
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問７で「ひとりで暮らしている（自宅）」または「家族と

暮らしている」に○をつけた方のみお答えください。 

問７－１ 主にだれに介助してもらっていますか。 

（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７－１で「配偶者（夫、妻）」～「その他の家族・親族」

のいずれかに○をつけた方（主に介助されている家族や

親族の方）のみお答えください 

問７－２ 介助されている家族や親族の方で、特に

中心となっている方の年齢、性別、健康

状態をお答えください。 

① 年齢（令和２年６月１日現在） 

 

 

 

 

 

② 性別（○は１つだけ） 

 

 

 

 

③ 健康状態（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

問７－３ 何かお困りのことはありますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７－４ あなたが、万一病気や事故等で、一時的

に介助をすることができなくなった場

合は、どうしますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  1,139 0.9

1.8

5.6
13.0

14.7 20.1 21.9 11.1 10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  1,139 26.3 63.9 9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性 その他 無回答

回答者数 =

  1,139 23.0 53.1 13.8 10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よい ふつう よくない 無回答

回答者数 = 1,139 ％

自分自身の健康が不安

仕事に出られない

心身ともに疲れる

医療費や交通費などの経済

的な負担が大きい

自分の時間が持てない

自由に外出できない

将来の見通しが立てられな

い

その他

睡眠を十分にとることができ

ない

困っていることは特にない

無回答

44.7

12.1

31.7

14.2

12.6

24.5

28.8

6.8

14.3

20.8

6.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,139 ％

同居家族に頼む

別居家族や親せきに頼む

友人・知人に頼む

近所の人に頼む

ホームヘルパーを利用する

ボランティアに頼む

介助者を雇う

施設（短期入所）や病院を

利用する

その他

代わりを頼めるところ（人）が

ない

考えたことがない・分からな

い

無回答

49.3

21.1

1.8

1.0

13.6

2.5

2.5

27.1

1.8

5.4

7.6

6.0

0 20 40 60 80 100

20歳未満 20歳代 30歳代

40歳代 50歳代 60歳代

70歳代 80歳以上 無回答

回答者数 = 1,913 ％

配偶者（夫、妻）

親

子ども

その他の家族・親族

ホームヘルパー

福祉施設や医療機関の職員

その他

介助をしてもらう必要がない

無回答

27.8

19.6

9.7

2.5

2.2

0.9

1.1

25.0

11.2

0 20 40 60 80 100
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（３）外出について 

問８ あなたは、１年間にどのくらい外出をしまし

たか。（新型コロナウイルスによる影響は 

除きます。）（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

問８－１ 外出の目的は何ですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

問８－２ 外出するときの交通手段は何ですか。

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８－３ あなたは外出に関して、どのようなこと

に不便や困難を感じることが多いです

か。また、外出されない方は、外出しな

い（できない）理由をお答えください。

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  2,160 36.9 25.1 19.4
8.0

5.6

2.1

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 2,160 ％

付き添ってくれる人がいない

障がい者用トイレが少ない

道路・建物の段差や、電車・

バス等の乗り降りが大変

気軽に利用できる交通手段が

少ない（福祉タクシーやリフト付

きバス等）

障がい者用の駐車スペースや

手すり、スロープ、点字ブロッ

ク、案内表示等、障がい者に配

慮した設備が不十分である

通路上に自転車や看板等の

障害物があって通りにくい

外出先で意思疎通がとりにく

い

必要なときに、まわりの人の

手助けや配慮が足りない

まわりの人の目が気になる

交通費の負担が大きい

外出したいが、外出するとこ

ろがない

障がいが重い、体が弱い、

高齢である

偏見や差別（誰かにされて

嫌だと思うこと）が残っている

その他

不便や困難を感じることは
ない

特に理由がない

無回答

6.0

7.4

18.5

7.6

8.5

5.7

7.5

4.0

9.4

8.6

4.6

12.5

5.0

7.4

21.2

12.1

13.6

0 20 40 60 80 100

障がい者用の駐車スペースや

手すり、スロープ、点字ブロッ

ク、案内表示等、障がい者に配

慮した設備が不十分である

回答者数 = 1,930 ％

通勤・通学・通所

訓練やリハビリに行く

医療機関への受診

買い物に行く

友人・知人に会う

趣味やスポーツをする

グループ活動に参加する

散歩に行く

その他

無回答

36.9

15.7

52.6

60.4

13.9

16.4

6.9

29.0

7.6

1.8

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,930 ％

自家用車（自分で運転）

自家用車（家族等が運転）

電車

バス

タクシー

福祉タクシー

（リフト付きタクシー等）

自転車・バイク

徒歩

車いす・電動カート

その他

無回答

29.4

36.9

27.7

29.6

17.9

2.4

18.7

44.9

3.2

6.6

0.8

0 20 40 60 80 100

ほとんど毎日 週３～４回

週１～２回 月１～２回

ほとんど外出していない 一度も外出していない

無回答
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（４）就労・就学・日中活動について 

問９ あなたは、現在就労・就学中ですか。 

（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９で「働いている」に○をつけた方のみお答えください 

問９－１ あなたはどのように働いていますか。

（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９で「働いている」に○をつけた方のみお答えください 

問９－２ 仕事のことで悩んでいることや困って

いることがありますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９で「現在は働いていない（働けない）が、今後働きた

い」に○をつけた方のみお答えください 

問９－３ 現在、あなたが働いていない理由は何で

すか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  250 2.4 15.6 8.4

2.8 2.8

39.2 10.4 18.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  2,160 25.4 11.6 34.8 9.2

1.2

17.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  548 25.5 29.4 20.4 9.3
4.4

7.5 3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

働いている

現在は働いていない（働けない）が、今後働きたい

現在は働いていない（働けない）し、今後も働く予定はない

現在、通園・通学中である

未就学である

無回答

回答者数 = 548 ％

収入が少ない

通院や病気・障がいを理由

に休みを取ることが難しい

勤務時間の長さや時間帯が

自分にあわない

仕事の内容が自分にあわな

い

仕事の内容が難しく、覚える

のが大変

職場の意思疎通がうまくとれ

ない

障がいへの理解が得にくく、

人間関係が難しい

職場の設備が不十分で障が

い者にあっていない

職場までの通勤が大変

障がいがない人と比べて、仕事

の内容や昇進等に差がある

その他

特にない

無回答

38.9

4.6

4.4

3.8

6.4

7.3

11.5

2.9

10.4

6.2

6.6

37.8

4.9

0 20 40 60 80 100

会社などで正社員・正職員として働いている

会社などでアルバイト、パートの社員・職員として働いている

障がい者の就労を支援する施設や作業所で福祉的就労をしている

自営業を営んでいる

内職・自営業の手伝いをしている

その他

無回答

相談するところがない

どんな仕事ができるか分からない

働くためにハローワークに通っているが、仕事が見つからない

面接や試験を受けているが、採用されない

家事・子育て・介護等をしている

病気・障がいなどの治療中である

その他

無回答
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問９で「現在、通園・通学中である」に○をつけた方のみ

お答えください 

問９－４ 現在、あなたが通学・通園している施設

はどれですか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９で「現在、通園・通学中である」または「未就学であ

る」に○をつけた方のみお答えください 

問９－５ 学校を卒業した後の進路について、どの

ようにお考えですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９で「現在、通園・通学中である」または「未就学であ

る」に○をつけた方の保護者のみお答えください 

問９－６ これまでにお子さんに関することなど

で相談したことがありますか。 

（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

問９－７ 相談したい内容は何ですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  199 12.1 16.6 33.2 26.6 4.0

2.5

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  224 78.1
4.5

9.4 8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談したことがある 相談したいがしていない

相談したことがない 無回答

保育園、幼稚園、児童発達支援施設

小学校、中学校、高校の普通学級

小学校、中学校、高校の特別支援学級

特別支援学校

大学・短期大学・専門学校

その他

無回答

回答者数 = 224 ％

企業などで一般就労（障が

い者雇用を含む）

障がい者の就労を支援する

施設や作業所で福祉的就労

日常生活の支援（入浴・排泄・

食事の介護など）が受けられる

施設への通所

自立に向けて食事や家事等の

生活能力をつけるための訓練

が受けられる施設への通所

職業能力開発校

大学や専門学校等への進学

自宅でできる仕事（家業の手

伝い等を含む）

施設への入所

その他

特に希望はない

無回答

34.8

31.3

5.8

13.8

12.1

27.7

4.9

3.6

4.5

6.7

18.8

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 224 ％

育児や教育のこと

医療やリハビリのこと

医療費など経済的なこと

進学・就職のこと

交通機関が利用しにくいこと

お子さんに友だちや相談相

手がいないこと

福祉サービスに関する情報を

得るのが難しいこと

お子さんを強く叱ったり、手を上

げてしまったりすること

地域の理解を得ること

お子さんの将来のこと

兄弟姉妹に関する負担や

フォローについて

その他

特にない

無回答

54.5

21.0

12.5

59.4

4.9

11.6

21.0

10.3

8.0

48.7

27.7

5.8

5.4

9.4

0 20 40 60 80 100
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問９－８ 障がいのある子どもの教育環境につい

て、必要と思うものはどれですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９－６で「相談したことがある」に○をつけた方のみ 

お答えください 

問９－９ だれに相談しましたか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９－６で「相談したいがしていない」または「相談した

ことがない」と回答したのみお答えください 

問９－10 その理由は何ですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 224 ％

相談をしやすくすること（就

学相談や進路相談など）

障がいや状態に合った指導

をすること

校内で介助する人がいるこ

と

障がいに配慮した施設や設

備にすること

子どもたち同士の交流を多く

すること

放課後を過ごす場所をつくる

こと

送迎の支援

その他

分からない

特にない

無回答

68.8

69.6

33.9

41.1

38.8

36.6

31.3

7.1

0.4

1.3

7.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 175 ％

家族・親戚

友人・知人

保育園、幼稚園、

学校の先生

医療関係者

福祉施設の職員

公的機関

民生委員・児童委員

同じ悩みや障がいを持つ

子の保護者

相談支援事業所

その他

無回答

58.3

38.3

68.6

45.1

38.9

46.3

0.0

49.1

42.3

4.0

1.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 31 ％

相談するところが分からない

から

個人情報を知られたくないか

ら

相談したい人がいないから

相談することがないから

相談しにくいから

その他

無回答

38.7

9.7

9.7

29.0

22.6

6.5

12.9

0 20 40 60 80 100
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（５）障がい福祉サービスについて 

問 10 あなたは、障害支援区分の認定を受けてい

ますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

問 11 あなたは次の障がい福祉サービスを利用し

ていますか。また、今後利用したいと考えま

すか。（○はそれぞれ１つだけ） 

①現在の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今後の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  2,160
2.1

3.0 2.1 1.9 1.1 1.3

56.1 32.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 2,160
居宅介護

 （ホームヘルプ）

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

自立訓練

（機能訓練、生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援

（Ａ型、Ｂ型）

就労定着支援

療養介護

短期入所

（ショートステイ）

自立生活援助

共同生活援助

（グループホーム）

施設入所支援

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

障害児相談支援

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達

支援

医療型児童発達支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

4.0

1.3

1.0

1.6

0.8

3.8

5.4

2.5

4.4

1.7

1.6

2.6

1.7

0.9

1.3

12.1

0.5

1.2

49.7

30.8

53.8

0.5

0.5

0.5

0.5

0.5

64.5

64.1

63.4

62.5

63.1

60.8

60.2

61.3

59.9

61.4

62.1

62.0

62.0

62.7

62.6

52.2

62.4

62.1

39.0

57.9

39.0

85.6

86.2

86.2

86.2

86.2

31.4

34.7

35.6

35.9

36.1

35.4

34.4

36.2

35.7

36.9

36.3

35.4

36.3

36.3

36.2

35.6

37.1

36.8

11.3

11.3

7.2

13.8

13.3

13.3

13.3

13.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 2,160
居宅介護

 （ホームヘルプ）

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

自立訓練

（機能訓練、生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援

（Ａ型、Ｂ型）

就労定着支援

療養介護

短期入所

（ショートステイ）

自立生活援助

共同生活援助

（グループホーム）

施設入所支援

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

障害児相談支援

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達

支援

医療型児童発達支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

13.7

6.9

5.2

8.6

6.6

11.3

17.2

15.0

14.6

13.5

8.9

15.0

9.5

10.1

7.6

19.1

7.4

13.8

50.8

36.9

61.5

13.8

1.5

2.1

9.2

6.2

47.5

50.2

50.6

47.1

48.8

45.3

40.3

41.6

41.7

42.2

47.2

43.3

47.0

46.6

48.4

36.6

48.0

42.4

32.3

43.6

23.1

70.8

82.1

82.1

75.4

76.9

38.8

42.8

44.2

44.3

44.6

43.4

42.5

43.5

43.7

44.3

43.8

41.7

43.5

43.3

44.0

44.3

44.7

43.8

16.9

19.5

15.4

15.4

16.4

15.9

15.4

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用しない 無回答

区分１ 区分２ 区分３

区分４ 区分５ 区分６

受けていない 無回答

利用している 利用していない 無回答
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問 12 あなたは次の地域生活支援事業を利用して

いますか。また、今後利用したいと考えます

か。（１から９のそれぞれについて、「①現在

利用しているか」と「②今後利用したいか」

の両方を回答（番号に○）してください。（○

はそれぞれ１つだけ） 

① 相談支援事業 

ア 現在の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 今後の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 障がい福祉サービスを利用していない理由

は何ですか。または、利用するにあたって、

困っていることはありますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 2,160

相談支援事業

コミュニケーション支援
事業

日常生活用具給付等事業

移動支援事業

地域活動支援センター

訪問入浴サービス事業

更生訓練費事業

日中一時支援事業

社会参加促進事業

26.7

4.4

18.4

16.6

13.0

8.3

7.9

11.6

11.5

31.0

50.1

38.7

39.8

42.5

47.9

46.8

44.0

43.9

42.3

45.5

42.9

43.7

44.5

43.8

45.3

44.4

44.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 2,160

相談支援事業

コミュニケーション支援
事業

日常生活用具給付等事業

移動支援事業

地域活動支援センター

訪問入浴サービス事業

更生訓練費事業

日中一時支援事業

社会参加促進事業

10.2

0.8

8.1

3.4

1.5

1.1

1.2

1.4

0.9

56.3

62.5

57.8

60.6

61.6

63.0

61.5

62.0

62.3

33.5

36.8

34.1

35.9

36.9

35.9

37.3

36.6

36.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない

無回答

利用したい 利用しない 無回答

回答者数 = 2,160 ％

どのようなサービスがあるの

か詳しい情報が分からない

申請や手続きの方法が分か

りにくい

自分に適切なサービスが分

からない

必要なときにすぐに利用でき

ない

サービスの回数や時間が足

りない

医療的ケアが必要等の理由

により、サービスを提供してく

れる事業所がない

施設の職員などの技術・知

識が足りない

ホームヘルパーなどの数が

足りない

サービスの費用負担が大き

い

自分にあった必要な福祉

サービスがない

地域の人やボランティアの

支援を受けているため、今の

ところ必要がない

その他

特にない

無回答

25.0

10.9

18.0

6.6

2.0

1.8

1.8

1.4

3.8

5.6

1.8

6.8

30.6

27.5

0 20 40 60 80 100
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問 14 障がい福祉サービス以外で受けているサー

ビスや支援はありますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 あなたが暮らしていくなかで、特に心配な

ことはありますか。（主なもの３つまでに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 困ったときなどにいつも相談する相手は誰

ですか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 あなたの希望する暮らし方はどれですか。

（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

2,160 59.9

2.1 3.8

13.6 3.2 17.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 2,160 ％

市役所の福祉担当窓口

障がい者相談員

民生委員・児童委員

ホームヘルパーや訪問

看護師

相談支援事業所

障がい者団体

病院・医者・薬局

社会福祉協議会

家族・友人・知人

学校・職場

福祉施設の職員

ボランティア

インターネットのサイトや

ブログ

その他

相談する人がいない

無回答

13.5

4.5

2.5

5.9

6.7

1.1

23.3

2.4

60.9

7.2

6.9

0.3

3.2

5.6

5.1

12.5

0 20 40 60 80 100

家族や親族と一緒に暮らしたい

ほかの障がい者と共同生活をするグループホームなどで暮らしたい

病院や福祉施設などで暮らしたい

ひとりで暮らしたい

その他

無回答

回答者数 = 2,160 ％

住まいのこと

結婚

健康

生活費

医療

仕事

近所とのつきあい

親族とのつきあい

職場とのつきあい

親や配偶者に先立れること

生活を続けていくための

サービスが不十分なこと

身のまわりの手助けをしてくれ

る人がいるかどうか分からない

こと

その他

特に心配はない

無回答

10.1

3.3

29.1

22.2

11.1

11.5

2.2

1.7

1.9

21.4

3.0

8.7

3.0

20.1

20.3

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,160 ％

ボランティアによる支援

社会福祉協議会による支援

民生委員・児童委員による

支援

訪問看護

身体障がい者・知的障がい

者相談員による支援

近所の人・友人による支援

その他

特にない

無回答

1.2

2.8

1.4

4.8

1.8

2.5

2.9

58.9

26.9

0 20 40 60 80 100
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（６）災害対策について 

問 18 あなたは、災害時にひとりで避難できます

か。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

問 18 で「できない」または「分からない」に○をつけた

方のみお答えください 

問 18－１ 災害が起きて避難する場合、誰に支援

をお願いしたいですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 19 地震や台風等の大きな災害が起きた場合、

どのようなことが心配ですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 20 あなたは、災害情報や避難情報をどのよう

な手段で入手していますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  2,160 40.4 32.8 20.7 6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できる できない 分からない

無回答

回答者数 = 1,156 ％

同居の家族

近所の別居家族や親戚

近所の人や友人

市役所

民生委員・児童委員

施設の職員や仲間

自治会等の地域住民

その他

いない

無回答

70.1

15.0

15.6

8.7

4.2

14.8

7.8

3.4

5.8

2.2

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,160 ％

正確な情報がなかなか流れ

てこない

救助を求めることができない

救助を求めてもすぐ来てくれ

る人がいない

安全なところまで、すぐ避難

することができない

まわりの人との意思疎通が

とれない

被害状況や避難所の場所、

物資の入手方法等が分から

ない

避難所で障がいにあった対
応をしてくれるか心配である

必要な薬が手に入らない、

治療を受けられない

補装具や日常生活用具（ス
トーマ、たん吸引器など）が

使えなくなる

酸素ボンベや人工呼吸器等

が使えなくなる

その他

特にない

無回答

20.0

12.6

11.8

26.6

13.7

16.6

28.9

27.2

5.6

2.3

4.7

20.6

12.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,160 ％

防災行政無線

テレビ・ラジオ

地域の自主防災組織

携帯電話や災害情報メール

家族

近所の人や友人

その他

災害情報を入手できない

無回答

1.9

73.4

3.0

46.2

38.0

9.3

2.9

1.7

8.1

0 20 40 60 80 100
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問 21 あなたは、災害が起きた時のために事前に

準備をしていますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

問 21 で「準備している」に○をつけた方のみお答えくだ

さい 

問 21－１ それはどのような内容のものですか。

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 22 あなたは、災害時の避難先を知っています

か。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 23 災害時に、避難所などで困ると思われるこ

とは何ですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）情報を得ることについて 

問 24 あなたはふだん、携帯電話やスマートフォ

ン、SNS（ソーシャル・ネット・ワーキング

サービス）、メール、インターネットを使っ

ていますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  2,160 38.0 23.2 32.1 6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

準備している 準備していない

無回答

回答者数 =

  2,160 24.2 66.7 9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  2,160 50.6 38.3 11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

回答者数 = 523 ％

家族と避難方法を決めてい

る

地域の人等と避難方法を決

めている

ボランティアの人に災害時の

手助けを頼んでいる

近所の人に災害時の手助け

を頼んでいる

食料や水等の防災用品を用

意している

必要な補装具、医療器具等

はすぐに持ち出せるように準

備している

高齢者・要介護者等台帳に

登録している

地域支え合い活動に登録し

ている

その他

無回答

53.3

3.3

0.8

3.1

54.5

15.3

5.0

4.2

5.0

1.9

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,160 ％

トイレ

プライバシー保護

意思疎通

介助や介護

薬や医療

介護食の確保

補装具や日常生活用具

医療器具

その他

特にない

分からない

無回答

55.8

34.5

16.8

15.1

46.6

4.7

8.1

5.9

5.1

5.2

4.5

9.8

0 20 40 60 80 100

よく使っている ときどき使っている

使っていない 無回答
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問 25 市が実施しているいろいろな福祉政策につ

いての情報は何で知りますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 26 あなたにとって今後、特に充実してほしい

情報は何ですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）地域での生活について 

問 27 あなたは、現在どの程度近所付き合いをし

ていますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 2,160 ％

市役所の福祉担当窓口

市の広報紙、ホームページ

障がい者相談員

民生委員・児童委員

ホームヘルパーや訪問看護

師

相談支援事業所

所属している団体の会合や

会報

病院・医者・薬局

社会福祉協議会

家族・友人・知人

学校・職場

福祉施設の職員

インターネットのサイトや

ブログ

その他

特にない

無回答

15.9

45.0

3.8

1.9

3.8

5.4

2.2

11.4

3.5

20.4

3.7

5.6

8.4

1.8

15.3

10.7

0 20 40 60 80 100

回答者数 =

  2,160
3.4

15.8 32.3 40.0 8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても親しく付き合っている

わりと親しく付き合っている

付き合いはしているがそれほど親しくはない

ほとんどもしくは全く付き合っていない

無回答

回答者数 = 2,160 ％

社会情勢や福祉制度の変化

等に関する情報

福祉サービスの内容や利用

方法等に関する情報

困ったときに相談ができる機

関や窓口に関する情報

学校の選び方などの就学に

関する情報

仕事の選び方などの就職に

関する情報

文化・スポーツやレクリエー

ション、レジャー等の余暇活

動に関する情報

災害時の避難情報

ボランティア団体等に関する

情報

その他

特にない

無回答

27.6

39.3

38.1

6.1

13.3

9.4

22.5

5.3

1.7

17.4

13.9

0 20 40 60 80 100
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問 28 あなたは、地域で手助けしてほしいと思う

ことはありますか。（あてはまるものすべて

に○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 29 あなたは、現在どのような地域活動に参加

していますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 30 あなたが地域で行われる行事や余暇活動に

参加しようとした場合、そのさまたげになる

ことはありますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）権利擁護について 

問 31 あなたは、障がいがあることで差別や嫌な

思いをする（した）ことがありますか。 

（○は１つだけ） 

 

 

 

 

問 31 で「ある」または「少しある」に○をつけた方のみ

お答えください 

問 31－１ どのような場所で差別や嫌な思いをし

ましたか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数 = 2,160 ％

安否確認の声かけをしてほ

しい

話し相手になってほしい

買い物の手伝いをしてほしい

家事の手伝いをしてほしい

通院など外出の手伝いをし

てほしい

災害時の手助けをしてほし

い

その他

特にない

無回答

12.5

6.3

3.9

3.4

4.1

20.1

1.6

52.3

14.5

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,160 ％

自治会の活動

PTA 活動

子ども会などの活動

婦人団体の活動

障がい者団体の活動

シニアクラブの活動

ボランティア活動

その他

参加していない

無回答

9.7

1.4

2.0

0.4

3.1

3.7

2.8

2.1

68.7

11.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 2,160 ％

どのような活動が行われて

いるか分からない

気軽に参加できる活動が少

ない

一緒に活動する友人・仲間

がいない

活動場所が近くにない・交通

手段がない

健康や体力に自信がない

意思疎通が難しい

参加したくなるようなものが

ない

その他

特にない

無回答

16.3

9.0

15.1

3.2

24.3

10.4

13.5

5.2

27.5

15.2

0 20 40 60 80 100

回答者数 =

  2,160 13.8 17.4 57.9 10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある 少しある ない 無回答

回答者数 = 674 ％

学校・仕事場

仕事を探すとき

外出先

余暇を楽しむとき

病院などの医療機関

住んでいる地域

その他

無回答

38.6

15.9

40.2

12.9

15.1

9.9

9.8

5.3

0 20 40 60 80 100
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問 31－２ どのようなことがありましたか。 

【主な意見】 

・じろじろ見られる 

・学校でのいじめ 

・車いすなので人にみられたり、イヤな目で 

見られたことがある 

・変な目で見られる事がある 

・障害を理解してもらえない    など 

 

問 32 あなたは、成年後見制度を知っていますか。 

（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

問 32 で「知っている」に○をつけた方のみお答えくださ

い 

問 32－１ どのようにしてそれを知りましたか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 33 あなたは、今後の状況によっては成年後見

制度を利用しますか。（利用する予定です

か。）（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

問 33 で「利用したいと思わない」に○をつけた方のみ 

お答えください 

問 33－１ 成年後見制度を利用しない（したくな

い）理由は何ですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  2,160 44.9 41.9 13.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

回答者数 = 969 ％

市役所の福祉担当窓口

市の広報紙、ホームページ

障がい者相談員

民生委員・児童委員

ホームヘルパーや訪問看護

師

相談支援事業所

所属している団体の会合や

会報

病院・医者・薬局

社会福祉協議会

家族・友人・知人

学校・職場

福祉施設の職員

インターネットのサイトやブロ

グ

その他

特にない

無回答

6.0

32.7

1.1

2.6

1.1

2.0

3.9

3.4

3.5

26.5

5.4

2.1

16.1

19.5

6.9

4.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 =

  2,160
1.3

18.6 58.0 22.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在利用している 今後利用したい

利用したいと思わない 無回答

回答者数 = 1,253 ％

手続きが複雑である

費用負担が大きい

後見人が選任されるまで時

間がかかる

制度のしくみがよく分からな

い

その他

必要ない

無回答

11.2

10.1

4.8

27.3

8.7

60.3

2.0

0 20 40 60 80 100
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（10）福祉全般について 

問 34 障がい者（児）に対する支援として、どの

ようなことを充実すべきだと思いますか 

（５つまでに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 35 市の障がい者（児）支援策に対する意見や、

地域やボランティアの支援の中で、よかった

ことや助かったことがあれば、お書きくださ

い。 

【主な意見】 

・くれよんクラブや発達障がい支援施設が充実して

いて、助かります 

・市役所で色々と相談できた事が本当に良かったで

す 

・デイサービスを詳しくわかりやすく紹介して頂い

たこと       など 

 

 

 

 

問 36 新型コロナウイルス感染症について、困っ

たことなどがあれば、お書きください。 

【主な意見】 

・外出出来ないこと 

・感染した時の対処の仕方 

・仕事が無くなった 

・マスク、消毒液など予防に必要な物資の不足 

・感染がこわくて誰も頼れなかったこと 

     など 

 

（11）重症心身障がいの方、医療的ケアが

必要な方へ 

問 38 過去１年間で入退院は何回ありますか。 

また、入院期間をお答えください。 

① 回数/年 

 

 

 

 

 

 

② 期間 

 

 

 

 

 

 

 

問 39 コミュニケーションはできますか。 

（○は１つだけ） 

 

 

 

 

  

回答者数 =

  184 22.3 9.2 10.3

4.9 1.6

13.0 38.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

  814 10.8 12.8

4.9 3.4 1.5

66.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０回 １回 ２回

３回 ４回以上 無回答

１か月程度 ２か月程度 ３か月程度

４か月程度 ５か月程度 ６か月以上

無回答

できる ほとんどできない 無回答

回答者数 =

  814 64.0 13.4 22.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 2,160 ％

毎日の生活の手助けがもっ
とほしい

外出（買い物等）の支援をし

てほしい

障がいのある人に対するま

わりの人の理解を深めてほ

しい

障がい児保育・障がい児教

育を充実してほしい

障がいのある人が働ける所
を増やしてほしい

事業所などで働けるよう就労に

向けた訓練をする場所や支援

機会を増やしてほしい

入所施設や短期入所施設

（ショートステイ）の整備をして

ほしい

グループホームを整備して

ほしい

いつでも何でも相談できる窓

口を設置してほしい

その他

特にない

無回答

8.4

8.9

25.6

10.9

24.8

13.5

12.2

7.3

26.9

3.5

20.5

23.6

0 20 40 60 80 100
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問 39 で「１．できる」に○をつけた方のみお答えくださ

い 

問 39－１ どのようにコミュニケーションをとり

ますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 40 日常生活においてどれくらい介助が必要で

すか。（あてはまるもの○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 41 あなたが現在受けている医療的ケアを教え

てください。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数 = 521 ％

声や身振りで表現できる

手話・点字が必要

要約筆記が必要

ひらがな表記が必要

その他

配慮は必要ない

無回答

41.7

0.8

3.6

2.7

6.0

46.1

5.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 814

食事介助

脱着介助

入浴介助

排泄・排便の介助

移動介助

6.9

10.3

15.2

9.6

13.8

12.7

12.5

11.5

10.8

18.1

40.3

36.7

34.5

39.2

30.0

40.2

40.4

38.7

40.4

38.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 814 ％

人工呼吸器管理

気管切開

（喉頭気管分離を含む）

酸素吸入

在宅酸素療法

たん吸引（口腔・鼻腔）

たん吸引（気管カニューレ）

中心静脈栄養（ＩＶＨ）

経管栄養（経鼻・胃ろう・

腸ろう・その他の経管栄養）

導尿

人工肛門

継続する透析

（腹膜透析を含む）

その他

無回答

1.4

2.5

1.6

1.8

3.4

2.7

0.5

4.1

2.5

2.6

9.7

16.1

63.0

0 20 40 60 80 10

全面介助 一部介助 介助なし

無回答
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春日市障がい福祉計画及び春日市障がい児福祉計画検討協議会
設置要綱 

 
 (令和 2 年 3 月 25 日告示第 81 号) 

(設置) 

第 1 条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成 17 年法律第

123号)第88条第1項に規定する市町村障害福祉計画及び児童福祉法(昭和22年法律第1

64 号)第 33 条の 20 第 1 項に規定する市町村障害児福祉計画の策定に当たり、必要な検

討を行うため、春日市障がい福祉計画及び春日市障がい児福祉計画検討協議会(以下「協

議会」という。)を設置する。  

(組織) 

第 2 条 協議会は、13 人以内の委員をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから、

市長が依頼する。  

(1) 学識経験者  

(2) 医療関係団体、福祉関係団体等が推薦する者  

(3) 市民(前 2 号に掲げる者を除く。)  

2 委員は、市の非常勤特別職職員としての身分を有しないものとする。  

(依頼期間) 

第 3 条 委員の依頼期間は、1 年とする。ただし、市長は、依頼期間中であっても、必要

があるときは、依頼を解くことができるものとする。  

(会長及び副会長) 

第 4 条 協議会に、会長及び副会長を置く。  

2 会長及び副会長は、委員の互選により定める。  

3 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。  

4 副会長は、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。  

(会議) 

第 5 条 協議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集する。  

2 会議は、委員の過半数の出席がなければ、開くことができない。  

(庶務) 

第 6 条 協議会の庶務は、福祉支援部福祉支援課において処理する。  

(委任) 

第 7 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定

める。  

附 則  

この告示は、公布の日から施行する。 
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春日市障がい福祉計画及び春日市障がい児福祉計画検討協議会
委員名簿 

                                   （順不同） 

区分 選出団体 職名 氏名 

学識経験者 学校法人 筑紫女学園大学 教授 山﨑 安則 

医療及び 

福祉関係団体が 

推薦する者 

福岡県児童相談所 相談第二課長 淡地 千尋 

春日市身体障害者福祉協会 会長 篠原 比呂志 

手をつなぐ育成会かすが 知的障がい者相談員 茨木 喜代子 

筑紫地域精神障害者家族会 

五筑会 
春日支部世話人 椛嶋 和幸 

社会福祉法人 

春日市社会福祉協議会 
地域福祉課長 白水 清 

社会福祉法人 

はるかぜ福祉会 
相談支援専門員 辻 誓子 

福岡プライマリケア訪問看護

ステーション 
代表取締役管理者 熊谷 紀子 

医療法人 

西江こころのクリニック 
サービス管理責任者 垣田 大州 

春日市自治会連合会 若葉台東自治会長 廣田 茂忠 

教育委員会 特別支援教育士 染原 レイ子 

市民  市民公募 白水 成美 
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策定経過 

年月日 会議等 内容 

令和２年５月27日 

春日市障がい福祉計画及び春

日市障がい児福祉計画検討協

議会（第１回） 

○第６期春日市障がい福祉計画及び

第２期春日市障がい児福祉計画に

ついて 

○会議のスケジュールについて 

○アンケートについて 

令和２年６月16日～ 

７月３日 
アンケート調査の実施 

対象：春日市在住の身体障害者手帳、

療育手帳、精神障害者保健福祉手帳

の所持者及び障害福祉サービス、障

害児通所支援サービスの利用者 

調査方法：郵送による配布・回収 

回収状況： 

配布数 5,068通 

有効回答数 2,160通 

有効回答率 42.6％ 

  

令和２年７月29日 

春日市障がい福祉計画及び春

日市障がい児福祉計画検討協

議会（第２回） 

○アンケート調査の集計結果につい

て 

○アンケート調査からみる課題につ

いて 

令和２年９月30日 

春日市障がい福祉計画及び春

日市障がい児福祉計画検討協

議会（第３回） 

○アンケート調査結果報告について 

○計画の目次構成について 

○計画の基本理念、計画の方向性につ

いて 

令和２年11月11日 

春日市障がい福祉計画及び春

日市障がい児福祉計画検討協

議会（第４回） 

○第６期春日市障がい福祉計画及び

第２期春日市障がい児福祉計画の

内容について 

令和２年12月24日 

春日市障がい福祉計画及び春

日市障がい児福祉計画検討協

議会（第５回） 

○第６期春日市障がい福祉計画及び

第２期春日市障がい児福祉計画

（案）について 

令和３年１月20日～ 

２月３日 
パブリックコメントの実施 

意見提出者数 ３人 

意見数    15件 

令和３年３月３日 

春日市障がい福祉計画及び春

日市障がい児福祉計画検討協

議会（第６回） 

○パブリックコメントの実施結果に

ついて 

○第６期春日市障がい福祉計画及び

第２期春日市障がい児福祉計画最

終案について 

○概要版について 
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用語解説 

【あ行】 

医療的ケア 

経管栄養、気管切開部の衛生管理、たん吸引等、障がい者に対して日常的・応急的に行う医療行為の

こと。 

 
【か行】 

基幹相談支援センター 

地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務等を実施し、地域の実情に応じて障がい者やその家族

に必要な支援や情報提供を行うところ。 

 

子ども発達支援室 

就学前の乳幼児から15歳までの児童を対象とした発達に関する相談等を実施し、必要に応じて、保育

所・幼稚園、小中学校、障害児相談支援事業所、児童発達支援事業所等と連携し、教育・福祉の切れ

目ない支援を実施する機関。 

 

【さ行】 

児童発達支援センター 

児童発達支援に加えて、施設の有する専門的機能を活かし、地域の障がい児やその家族への相談、障

がい児を預かる施設への援助、助言をあわせて行う等、地域における中核的な支援施設。 

 

障害者基本法 

全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会を実現するため、障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原

則を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障がい者の自立及び社会参加の支援

等のための施策の基本となる事項を定めること等により、障がい者の自立及び社会参加の支援等のた

めの施策を総合的かつ計画的に推進するための法律。 

 

障害者差別解消法 

全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解消を推進することを目的として制定され

た法律。 

 

障害者就業・生活支援センター 

就職や職場への定着が困難な障がい者を対象に、身近な地域で、雇用、福祉、教育等の関係機関との

連絡調整等を積極的に行いながら、就業及びこれに伴う日常生活、社会生活上の支援を一体的に行う

拠点施設。 
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障害者自立支援法 

障害者基本法の基本理念に基づき、障がい者がその能力や適性に応じて自立した日常生活・社会生活

を営むことができるよう必要な障害福祉サービスの給付等の支援を行うことを目的とする法律。平成

25年４月に障害者総合支援法に改正された。 

 

障害者総合支援法 

障がい者が、基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他の支援を総合的に行い、

もって障がい者の福祉の増進を図るとともに、障がいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を

尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする法律。平成25年４月

に障害者自立支援法から改正された。正式名称：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律。 

 

障害者の権利に関する条約 

障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障がい者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的

として、障がい者の権利の実現のための措置等について定める条約。 

 

身体障害者手帳 

身体障害者福祉法に定める①視覚障がい、②聴覚又は平衡機能の障がい、③音声機能、言語機能又は

そしゃく機能の障がい、④肢体不自由、⑤心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸又は肝臓の

機能障がい、⑥ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障がいがあると認定された人に対して交付され

る手帳。 

 

精神障害者保健福祉手帳 

精神保健福祉法に定める一定程度の精神障がいの状態にあると認定された人に対して交付される手

帳。 

 

成年後見制度 

認知症、知的障がい、精神障がい等の理由で判断能力が不十分な人に対し、本人に代わって財産の管

理や生活上必要な手続等を行う等の支援をする人を定める制度。 

 

【た行】 

地域活動支援センター 

障がい者の自立支援と社会参加の促進のために、日常生活に関する相談や地域との交流支援等を行う

機関。 

 

地域自立支援協議会 

地域の障がい福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす定期的な協議の場として市

町村に設置される組織。地域の実態や課題等の情報を共有して、協働するネットワークであり、相談

支援事業者、サービス事業者、保健医療・教育・雇用関係機関、障がい者関係団体等で構成される。 

筑紫地区については、春日市、大野城市、那珂川市、太宰府市、筑紫野市の５市からなる圏域で設置

している。 
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地域生活支援拠点等 

障がい者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障がい児者の地域生活支援を推進する観点から、

障がい児者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、相談、体験の機会、緊急時の対応等の

支援を切れ目なく提供できる仕組み。 

 

【な行】 

難病 

原因が不明であったり、治療方法が確立していなかったり、後遺症を残す恐れがある病気をいう。経

過が慢性的で、医療費がかかることや、介護等に人手を要するために、家族にとっては経済的・精神

的な負担が大きくなる。 

 
【は行】 

発達障がい 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障がいその他

これに類する脳機能の障がい。 

 

ペアレントプログラム 

育児に不安がある保護者、仲間関係を築くことに困っている保護者等を、地域の支援者（保育士、保

健師、福祉事業所の職員等）が効果的に支援できるよう設定されたグループプログラム。 

 

ペアレントトレーニング 

保護者や養育者を対象に、行動理論をベースとして環境調整や子どもへの肯定的な働きかけをロール

プレイやホームワークを通して学び、保護者や養育者のかかわり方や心理的なストレスの改善、子ど

もの適切な行動を促進し、不適切な行動の改善を目指す家族支援のアプローチの一つ。 

 

【ら行】 

療育手帳 

知能の発達に障がいがあると認められる場合に交付される手帳。 
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